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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弾性材料を形成するための方法であって、
　縦方向に上面および下面を有する第一の連続基体材料を前進させる工程と、
　前記縦方向に上面および下面を有する第二の連続基体材料を前進させる工程と、
　前記縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させる工程であって、前記弾性ストラン
ドが、前記第一の連続基体材料の前記下面と前記第二の連続基体材料の前記上面との間に
位置付けられるように、前進させる、該工程と、
　前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料の間に位置付けられた前記弾性
ストランドとともに前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料を接合装置に
前進させる工程であって、前記接合装置が、
　　第一の接合要素と、
　　前記第一の接合要素に近接して配置され、前記第一の接合要素との接合ニップを形成
する第二の接合要素と、を含む、該前進させる工程と、
　前記弾性ストランドを幅方向に振動させる工程と、
　前記第一の連続基体材料、前記第二の連続基体材料、および前記弾性ストランドを前記
接合ニップを通して前進させ、複数の接合物で、前記第一の連続基体材料および前記第二
の連続基体材料の間に位置付けられた前記弾性ストランドとともに、前記第一の連続基体
材料を前記第二の連続基体材料に接合する工程と、を含み、
　前記複数の接合物が、第一の接合物および第二の接合物を含み、
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　前記第一の接合物および前記第二の接合物が、前記弾性ストランドの両側に配置され、
かつ前記弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離間し、前記第一の接合物
および前記第二の接合物が、アーチ状に延在する前記弾性ストランドの一部に沿って位置
し、
　前記複数の接合物が、長手方向に隣接する接合物列の間に延びる複数の接合されていな
いチャネルを形成する接合物列内に配置され、
　（ｉ）前記弾性ストランドのアーチ状部分が複数の接合されていないチャネルの複数の
間に延在するか、または（ｉｉ）前記複数の接合物の一部がアーチ形状を有する接合され
ていないチャネルを形成し、前記弾性ストランドの前記アーチ状部分が前記アーチ形状の
接合されていないチャネルを通って延びる、方法。
【請求項２】
　前記第二の接合要素が、周囲を含む外縁を有するロールであり、前記第二の連続基体材
料および前記弾性ストランドが、前記周囲の５％～７５％である接触長さのために前記外
縁に沿って前記第二の接合要素に接触する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第二の接合要素が、周囲を含む外縁を有するロールであり、前記第二の連続基体材
料および前記弾性ストランドが、前記周囲の１５％～５０％である接触長さのために前記
外縁に沿って前記第二の接合要素に接触する、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記第二の連続基体材料が、前記周囲の５％～７５％である接触長さのために前記外縁
に沿って前記第二の接合要素に接触する、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料の間に配置された前記弾性スト
ランドとともに、前記第一の連続基体材料を前記第二の連続基体材料に、接合する工程が
、
　前記弾性ストランドの両側に配置された第三の接合物および第四の接合物を形成する工
程をさらに含み、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、前記弾性ストランドの非張力の直径より
も小さい距離だけ離間し、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、直線的に延びる前記弾性ストランドの一
部に沿って位置する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記方法が、前記第一の連続基体材料と前記第二の連続基体材料との間に接着剤を塗布
する工程を含まない、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記第一の接合物および前記第二の接合物が圧力接合によって形成される、請求項１に
記載の方法。
【請求項８】
　前記第一の接合物および前記第二の接合物が、超音波接合によって形成される、請求項
１に記載の方法。
【請求項９】
　弾性材料を形成するための方法であって、
　縦方向に上面および下面を有する第一の連続基体材料を前進させる工程と、
　前記縦方向に上面および下面を有する第二の連続基体材料を前進させる工程と、
　前記縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させる工程であって、前記弾性ストラン
ドが、前記第一の連続基体材料の前記下面と前記第二の連続基体材料の前記上面との間に
位置付けられるように、該前進させる工程と、
　前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料の間に位置付けられた前記弾性
ストランドとともに前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料を接合装置に
前進させる工程であって、前記接合装置が、
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　　第一の接合要素と、
　　前記第一の接合要素に近接して配置され、前記第一の接合要素と接合ニップを形成す
る第二の接合要素と、
　　前記第二の接合要素に近接して配置され、前記第二の接合要素と案内ニップを形成す
る案内要素と、を含む、該前進させる工程と、
　前記弾性ストランドを幅方向に振動させる工程と、
　前記第二の連続基体材料と前記弾性ストランドが前記接合ニップの前で前記第二の接合
要素と接触するように、前記第二の連続基体材料および前記弾性ストランドを、前記案内
ニップを通して前進させる工程と、
　前記第一の連続基体材料、前記第二の連続基体材料、および前記弾性ストランドを前記
接合ニップを通して前進させ、複数の接合物で、前記第一の連続基体材料および前記第二
の連続基体材料の間に位置付けられた前記弾性ストランドとともに、前記第一の連続基体
材料を前記第二の連続基体材料に接合する工程と、を含み、
　前記複数の接合物が、第一の接合物および第二の接合物を含み、
　前記第一の接合物および前記第二の接合物が、前記弾性ストランドの両側に配置され、
前記弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離間し、
　前記第一の接合物および前記第二の接合物が、アーチ状に延在する前記弾性ストランド
の一部に沿って位置し、
　前記複数の接合物が、長手方向に隣接する接合物列の間に延びる複数の接合されていな
いチャネルを形成する接合物列内に配置され、
　（ｉ）前記弾性ストランドのアーチ状部分が複数の接合されていないチャネルの複数の
間に延在するか、または（ｉｉ）前記複数の接合物の一部がアーチ形状を有する接合され
ていないチャネルを形成し、前記弾性ストランドの前記アーチ状部分が前記アーチ形状の
接合されていないチャネルを通って延びる、方法。
【請求項１０】
　前記第二の接合要素が、周囲を含む外縁を有するロールであり、前記案内要素が、前記
接合ニップと前記案内ニップとの間の距離が、前記第二の接合要素の外縁に沿って、前記
周囲の５％～７５％であるように配置される、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第二の接合要素が、周囲を含む外縁を有するロールであり、前記案内要素が、前記
接合ニップと前記案内ニップとの間の距離が、前記第二の接合要素の外縁に沿って、前記
周囲の１５％～５０％であるように配置される、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記第一の連続基体材料を、前記第二の連続基体材料とともに前記案内ニップを通して
前進させる工程をさらに含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第一の連続基体材料および前記第二の連続基体材料の間に配置された前記弾性スト
ランドとともに、前記第一の連続基体材料を前記第二の連続基体材料に、接合する工程が
、
　前記弾性ストランドの両側に配置された第三の接合物および第四の接合物を形成する工
程をさらに含み、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、前記弾性ストランドの非張力の直径より
も小さい距離だけ離間し、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、直線的に延びる前記弾性ストランドの一
部に沿って位置する、請求項９に記載の方法。
【請求項１４】
　前記方法が、前記第一の連続基体材料と前記第二の連続基体材料との間に接着剤を塗布
する工程を含まない、請求項９に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第一の接合要素および前記第二の接合要素の少なくとも一つが、ロールを含む、請
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求項９に記載の方法。
【請求項１６】
　弾性材料であって、
　第一の基材層と、
　第二の基材層と、
　前記第一の基材層と前記第二の基材層との間に配置される弾性ストランドと、
　前記第一の基材層を前記第二の基材層に接合する複数の接合物と、を含み、
　前記弾性ストランドが少なくとも一つの直線部分および少なくとも一つのアーチ状部分
を含み、
　前記複数の接合物が、第一の接合物および第二の接合物を含み、前記第一の接合物およ
び前記第二の接合物が、前記弾性ストランドの両側に配置され、前記弾性ストランドの非
張力の直径よりも小さい距離だけ離間し、
　前記第一の接合物および前記第二の接合物が、前記弾性ストランドのアーチ状部分に沿
って位置し、
　前記複数の接合物が、長手方向に隣接する接合物列の間に延びる複数の接合されていな
いチャネルを形成する接合物列内に配置され、
　（ｉ）前記弾性ストランドのアーチ状部分が複数の接合されていないチャネルの複数の
間に延在するか、または（ｉｉ）前記複数の接合物の一部がアーチ形状を有する接合され
ていないチャネルを形成し、前記弾性ストランドの前記アーチ状部分が前記アーチ形状の
接合されていないチャネルを通って延びる、弾性材料。
【請求項１７】
　前記複数の接合物が、第三の接合物および第四の接合物をさらに含み、前記第三の接合
物および前記第四の接合物は、前記弾性ストランドの両側に配置され、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、前記弾性ストランドの非張力の直径より
も小さい距離だけ離間し、
　前記第三の接合物および前記第四の接合物が、前記弾性ストランドの前記少なくとも一
つの直線部分に沿って位置する、請求項１６に記載の弾性材料。
【請求項１８】
　前記弾性材料が接着剤を含まない、請求項１６に記載の弾性材料。
【請求項１９】
　前記弾性ストランドのアーチ状部分が複数の接合されていないチャネルの複数の間に延
在する、請求項１６に記載の弾性材料。
【請求項２０】
　前記複数の接合物の一部がアーチ形状を有する接合されていないチャネルを形成し、前
記弾性ストランドの前記アーチ状部分が前記アーチ形状の接合されていないチャネルを通
って延びる、請求項１６に記載の弾性材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　優先権の主張
　本出願は、２０１７年１０月３１日出願の「Ｅｌａｓｔｉｃ　Ｌａｍｉｎａｔｅｓ　Ｗ
ｉｔｈ　Ｃｕｒｖｅｄ　Ｅｌａｓｔｉｃｓ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　Ｆｏｒ　Ｍａｎｕ
ｆａｃｔｕｒｉｎｇ」と題される米国仮特許出願第６２／５７９，５４６号、および２０
１７年１０月３１日出願の「Ｅｌａｓｔｉｃ　Ｌａｍｉｎａｔｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ｃｕｒｖ
ｅｄ　Ｅｌａｓｔｉｃｓ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　Ｆｏｒ　Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎ
ｇ」と題される米国仮特許出願第６２／５７９，４９４号に対する優先権を主張し、その
内容を本出願と一致する方法で参照により本明細書に組み込む。
【０００２】
　本開示は、弾性材料、およびより具体的には、湾曲弾性ストランドを有する弾性材料に
関連する。
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【背景技術】
【０００３】
　弾性材料は、さまざまな衣類および吸収性物品内を含む、多くの異なる用途で使用され
る。こうした弾性材料は、有益なフィット特性を提供するために、ウェストバンド、脚カ
フ、バリアカフ、または衣類および吸収性物品のその他の構成要素の一部として使用され
てもよく、または体滲出物の漏れの防止、またはその他の利益を与える。
【０００４】
　多くの現在の衣服衣類および吸収性物品は、材料の層の間に位置付けられ、接着剤を用
いて材料の層に貼り付けられた弾性ストランドを含む弾性材料を含む。一部の従来技術の
弾性材料は、個別の個々の接合物を使用して材料の層に弾性ストランドを貼り付けること
に有利な接着剤を取り除くように試みられている。これらの従来技術の材料は、弾性スト
ランドの非張力の直径よりも小さい距離で接合物を弾性ストランドにわたって位置付ける
。いくつかの例示的な従来技術材料は、Ｃｅｒａ　Ｆｒａｎｃｅ　Ｃｏｍｐａｇｎｉｅ　
ｄ’Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ　Ｒｏｂｏｔｉｑｕｅ　Ａｐｐｌｉｑｕｅｅによる「Ｒｕｆｆｌ
ｉｎｇ　Ｓｌｉｄｅ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｍａｋｉｎｇ　Ｓａｍｅ」と題さ
れた米国特許６，２９１，０３９号にみることができる。この特定の構造構成は、弾性ス
トランドを接合物の間で弾性材料内に保持する。これらの接着剤のない弾性材料は、弾性
材料内の弾性ストランドを貼り付けるために接着剤を必要としないため、コスト利点を有
する。このような弾性材料の製造中に弾性ストランドを曲げることが、接合物が弾性スト
ランドを通して形成され、故に弾性ストランドを破壊または損傷することがあるので、湾
曲弾性ストランドを有する方法で弾性材料を形成することは問題であることが分かってい
る。従って、接着剤を含まず、かつ湾曲弾性ストランドを含み、またストランド破損とな
らない弾性材料を形成する弾性材料およびプロセスが望ましい。
【発明の概要】
【０００５】
　本開示は、弾性材料、およびより具体的には、湾曲弾性ストランドを有する弾性材料に
関連する。一般に、本開示の弾性材料は、接着剤なしで構成され、概してアーチ状または
湾曲した形状を形成する弾性ストランドを含む。接着剤を使用することなく弾性材料を形
成することは、接着剤塗布に必要とされる関連付けられた機械類に加えて、吸収性物品衣
類に用いられる接着剤の減少に関して優れたコスト利点を提供する。接着剤がないことは
また、個別の接合物によって柔らかさやユニークなパターニングの増加など、製品の利益
に関連する利点を持つ。アーチ状または湾曲した弾性ストランドは、良好なフィット制御
を提供し得る。
【０００６】
　一実施形態では、弾性材料を形成するための方法は、縦方向に上面および下面を有する
第一の連続基体材料を前進させることと、縦方向に上面および下面を有する第二の連続基
体材料を前進させることと、縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させることであっ
て、弾性ストランドが、第一の連続基体材料の下面と第二の連続基体材料の上面との間に
位置付けられるように、前進させることとを含んでもよい。方法は、第一の連続基体材料
および第二の連続基体材料の間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続基体
材料および第二の連続基体材料を接合装置に前進させることをさらに含んでもよい。接合
装置が、第一の接合要素と、第一の接合要素に近接して配置され、第一の接合要素との接
合ニップを形成する第二の接合要素とを含んでもよい。方法はまた、弾性ストランドを幅
方向に振動させることと、第一の連続基体材料、第二の連続基体材料、および弾性ストラ
ンドを接合ニップを通して前進させ、少なくとも第一の接合物および第二の接合物で、第
一の連続基体材料および第二の連続基体材料の間に位置付けられた弾性ストランドととも
に、第一の連続基体材料を第二の連続基体材料に接合することとを含んでもよい。第一の
接合物および第二の接合物が、弾性ストランドの両側に配置され、かつ弾性ストランドの
非張力の直径よりも小さい距離だけ離間してもよく、およびアーチ状に延在する弾性スト
ランドの一部に沿って位置され得る。
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【０００７】
　別の実施形態では、弾性材料を形成するための方法は、縦方向に上面および下面を有す
る第一の連続基体材料を前進させることと、縦方向に上面および下面を有する第二の連続
基体材料を前進させることと、縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させることであ
って、弾性ストランドが、第一の連続基体材料の下面と第二の連続基体材料の上面との間
に位置付けられるように、前進させることと、第一の連続基体材料および第二の連続基体
材料の間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続基体材料および第二の連続
基体材料を接合装置に前進させることとを含んでもよい。接合装置は、第一の接合要素と
、第一の接合要素に近接して配置され、第一の接合要素と接合ニップを形成する第二の接
合要素と、第二の接合要素に近接して配置され、第二の接合要素と案内ニップを形成する
案内要素とを含んでもよい。方法は、弾性ストランドを幅方向に振動させることと、第二
の連続基体と弾性体が接合ニップの前で第二の接合要素と接触するように、第二の連続基
体および弾性ストランドを、案内ニップを通して前進させることと、第一の連続基体材料
、第二の連続基体材料、および弾性ストランドを接合ニップを通して前進させ、少なくと
も第一の接合物および第二の接合物で、第一の連続基体材料および第二の連続基体材料の
間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続基体材料を第二の連続基体材料に
接合することとをさらに含んでもよい。第一の接合物および第二の接合物が、弾性ストラ
ンドの両側に配置され、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離間し、ア
ーチ状に延在する弾性ストランドの一部に沿って位置され得る。
【０００８】
　さらなる実施形態では、弾性材料は、第一の基材層と、第二の基材層と、第一の基材層
と第二の基材層との間に配置される弾性ストランドと、第一の基材層を第二の基材層に接
合する複数の接合物とを含んでもよい。弾性ストランドが少なくとも一つの直線部分およ
び少なくとも一つのアーチ状部分を含んでもよい。複数の接合物は、第一の接合物および
第二の接合物を含んでもよく、第一の接合物および第二の接合物は、弾性ストランドの両
側に配置され、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ分離され、弾性スト
ランドのアーチ状部分に沿って位置され得る。
【０００９】
　本開示の上記の概要は、各実施形態または本開示の実施全てを説明することを意図して
いない。本開示のより完全な理解とともに、利点および達成は、添付図面と併せて行われ
る以下の詳細な説明および請求項を参照することによって明らかになり、認識される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
　本開示は、添付図面に関連してさまざまな実施形態の以下の詳細な説明を考慮してより
完全に理解され得る。
【００１１】
【図１】図１は、本開示の態様による弾性材料の平面図である。
【図２】図２は、図１の弾性材料の一部分の拡大図の平面図である。
【図３Ａ】図３は、本開示の態様による別の弾性材料の平面図である。
【図３Ｂ】図３は、本開示の態様による別の弾性材料の平面図である。
【図３Ｃ】図３は、本開示の態様による別の弾性材料の平面図である。
【図４】図４は、図３の弾性材料の一部分の拡大図の平面図である。
【図５】図５は、本開示の態様による別の弾性材料の平面図である。
【図６】図６は、図５の弾性材料の一部分の拡大図の平面図である。
【図７】図７は、本開示の弾性材料を形成するためのプロセスの概略図である。
【図８】図８は、本開示の弾性材料を形成する別のプロセスの概略図である。
【図９】図９は、本開示の態様による弾性材料を含む例示的吸収性物品の平面図である。
【図１０】図１０は、本開示の態様による弾性材料を含む別の例示的吸収性物品の平面図
である。
【図１１】図１１は、本開示の態様による、湾曲弾性ストランドを含む吸収性物品を形成
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するためのプロセスの概略図である。
【００１２】
　本開示は、さまざまな修正および代替形態に変更可能であるが、その詳細は、図面の例
として示され、詳細に説明される。しかしながら、本開示は、記載された特定の実施形態
に本開示の態様を限定するものではないことを理解されたい。むしろ、本開示の範囲内に
入る全ての修正、等価物、および代替物をカバーすることを意図するものである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本開示は一般に、アーチ状または湾曲した弾性ストランドを持つ弾性材料を形成するた
めの弾性材料およびプロセスに向けられる。一般に、弾性材料は、材料内の弾性ストラン
ドを貼り付けるための接着剤を必要としなくてもよい。しかし、一部の実施形態では、本
明細書に開示される弾性材料は、接着剤の塗布からも利益を得る場合があることが理解さ
れるべきである。例えば、弾性材料は、弾性材料の材料間の一貫した接触および最小限の
滑りを確保するために、接着剤を積層することを用いてもよい。本開示は、弾性材料内で
アーチ状または湾曲した形状の弾性ストランドを貼り付けるために、異なる接合物パター
ンを使用して記述されたプロセスによって形成され得るいくつかの異なる材料構造を詳述
する。
【００１４】
　それぞれの例および実施形態は、限定ではなく、説明の目的で提供されている。例えば
、一実施形態または図の一部として図示または記述された特徴は、別の実施形態または図
とともに使用して、またさらなる実施形態を生じ得る。従って、本開示の態様はこのよう
な修正および変形を網羅することが意図されている。
【００１５】
　いくつかの適切な寸法、範囲および／またはさまざまな構成要素、特徴および／または
仕様に関する範囲および／または値が開示されているが、当業者であれば、本開示によっ
て引用されるのは、所望の寸法、範囲および／または値が明示的に開示されたものから逸
脱し得ることを理解するであろう。
【００１６】
　本開示またはその好適実施形態の要素を紹介する時、冠詞「ａ」、「ａｎ」、「ｔｈｅ
」および「ｓａｉｄ（前述の）」は要素の一つまたは複数があることを意味する。「含む
」、「含む」および「有する」という用語は包括的であることを意図し、記載された要素
よりも他の追加的要素があり得ることを意味する。本開示の精神および範囲を逸脱するこ
となく、本開示の多くの変更および変形をなし得る。従って、上述の例示的実施形態は本
発明の範囲を制限するために使用されるべきでない。
【００１７】
　用語の定義
　「吸収性物品」という用語は本明細書で使用する場合、身体から排出されるさまざまな
液体、固体、および半固体の滲出物を吸収および包含するために、着用者の身体に接触し
て、または着用者の身体に近接して（すなわち、身体と隣接して）配置し得る物品をさす
。このような吸収性物品は、再使用のために洗濯またはその他の方法で復元するのではな
く、限定された使用期間後は廃棄することが意図されている。本開示は、オムツ、オムツ
パンツ、トレーニングパンツ、幼児用おむつ、水泳パンツ、生理用パッドまたはパンツを
含むがこれに限定されない女性用衛生用品、失禁用製品、大人用おむつ、医療用衣類、手
術用パッドおよび包帯、その他のパーソナルケアまたはヘルスケア衣類などを含むがこれ
らに限定されないさまざまな使い捨て吸収性物品に、本開示の範囲から逸脱することなく
適用されることを理解すべきである。
【００１８】
　「接合」、「付着」、「連結」という用語は本明細書で使用する場合、二つの要素の接
合、接着、接続、付着などをさす。二つの要素は、それらが互いに直接的に、または各々
が中間要素に直接接合しているときのように互いに間接的に、接合、接着、接続、付着な
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どしているとき、ともに接合、付着、連結されているとみなされるであろう。一つの要素
の別の要素との接合、付着、または連結は、連続的または断続的な接合物を介して起こり
得る。
【００１９】
　「カーデッドウェブ」という用語は本明細書で使用する場合、典型的には約１００ｍｍ
未満の繊維長さを有する、天然または合成の繊維長の繊維を含むウェブをさす。ステープ
ル繊維の梱は繊維を分離するための開繊プロセスを受け、カーディングプロセスに送られ
るが、ここで繊維を分離して梳き、縦方向に整列させた後、さらなる処理のために繊維を
移動ワイヤー上に堆積する。このようなウェブは通常、熱および／または圧力を使用する
熱接合などの、一部のタイプの接合プロセスを受ける。それに加えて、またはその代わり
に、繊維は、粉末接着剤の使用などにより繊維を一緒に接合する接着プロセスを受け得る
。カーデッドウェブは、繊維をさらに絡み合わせ、水流交絡などの流体交絡を受けること
ができ、それによってカーデッドウェブの完全性を改善する。カーデッドウェブは縦方向
の繊維整列のために、一旦接合されると典型的には、幅方向強さよりも大きな縦方向強さ
を有する。
【００２０】
　「フィルム（ｆｉｌｍ）」という用語は、本明細書において、キャストフィルム押出ま
たはブローンフィルム押出プロセスなどの押出および／または成形プロセスを使用して作
られる熱可塑性フィルムをさす。本用語は、液体移動フィルムを構成する有孔フィルム、
スリットフィルム、およびその他の多孔性フィルム、ならびにバリアフィルム、充填フィ
ルム、通気性フィルム、および配向フィルムなどであるがこれらに限定されない流体を移
動しないフィルムを含む。
【００２１】
　「ｇｓｍ」という用語は、本明細書において、平方メートルあたりのグラム数をさす。
【００２２】
　「親水性（ｈｙｄｒｏｐｈｉｌｉｃ）」という用語は、本明細書において、繊維と接触
している水性液体によって濡れる繊維または繊維の表面をさす。材料の濡れの程度は、関
与する液体および材料の接触角および表面張力に関して説明され得る。特定の繊維材料ま
たは繊維材料の混合物の濡れ性を計測する適切な機器とギ技術は、Ｃａｈｎ　ＳＦＡ－２
２２表面力分析システム、または実質的に同等なシステムによって提供され得る。このシ
ステムで測定する時、９０度未満の接触角を有する繊維は「濡れ性」または親水性と呼ば
れ、９０度より大きな接触角を有する繊維は「非濡れ性（ｎｏｎｗｅｔｔａｂｌｅ）」ま
たは疎水性と呼ばれる。
【００２３】
　本明細書で使用する時、「メルトブローン」という用語は、溶融熱可塑性材料を溶融糸
またはフィラメントとして、通常は円形の複数の細いダイスキャピラリーを通して、高速
な収束速度の加熱ガス（例えば空気）流中に押出すことによって形成された繊維を意味す
るが、高速ガス流は溶融熱可塑性材料のフィラメントを希釈して、場合によってはマイク
ロ繊維の直径までその直径を小さくする。その後、メルトブローン繊維は、高速度ガス流
により運ばれ、収集表面上に積層されて不定期に分散されるメルトブローン繊維のウェブ
を形成する。かかるプロセスは、例えば、Ｂｕｔｉｎらの米国特許第３，８４９，２４１
号で開示されており、これは参照により本明細書に組み込まれる。メルトブローン繊維は
連続的または断続的であり得るミクロ繊維であり、一般に約０．６デニールよりも小さく
、収集表面上に積層された時、粘着性で自己接合し得る。
【００２４】
　「不織布」という用語は本明細書で使用する場合、織物製織または編組プロセスの助け
なしに形成される材料およびウェブ材料をさす。材料およびウェブ材料は、間に差し込む
ことができるが、編物でのように識別可能な様式ではない個別の繊維、フィラメント、ま
たは糸（まとめて「繊維」と呼ばれる）の構造を有し得る。不織布材料またはウェブは、
メルトブローンプロセス、スパンボンドプロセス、カーデッドウェブプロセス、水流交絡
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プロセスなどであるがこれらに限定されない多くのプロセスで形成し得る。
【００２５】
　「スパンボンド」という用語は本明細書で使用する場合、円形またはその他の形状を有
する紡糸口金の複数の細かいキャピラリーからフィラメントとして溶融熱可塑性材料を押
出すことによって形成され、次に押出されたフィラメントの直径は、例えば抽出引出しな
どの従来型プロセス、および米国特許第４，３４０，５６３号（Ａｐｐｅｌら）、米国特
許第３，６９２，６１８号（Ｄｏｒｓｃｈｎｅｒら）、米国特許第３，８０２，８１７号
（Ｍａｔｓｕｋｉら）、米国特許第３，３３８，９９２号および第３，３４１，３９４号
（Ｋｉｎｎｅｙ）、米国特許第３，５０２，７６３号（Ｈａｒｔｍａｎｎ）、米国特許第
３，５０２，５３８号（Ｐｅｔｅｒｓｏｎ）、および米国特許第３，５４２，６１５号（
Ｄｏｂｏら）（これらのそれぞれは参照によりその全体が本明細書に組み込まれる）に記
述されるプロセスによって急激に減少する。スパンボンド繊維は一般に連側的であり、し
ばしば約０．３より大きな平均デニールを有し、一実施形態では約０．６、５および１０
～約１５、２０および４０の間の平均デニールを有する。スパンボンド繊維は、収集表面
上に堆積したとき、一般に粘着性はない。
【００２６】
　材料または物品の一部を描写するため本明細書で使用される場合、「弾性」という用語
は、材料または物品が、材料または物品が弾性特性を示すように、弾性材料（例えば、一
つまたは複数の弾性バンドまたはストランド）に接合された非弾性シート材料で作製され
ることを意味する。
【００２７】
　「熱可塑性（ｔｈｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ）」という用語は、本明細書において、熱に
曝された時に軟化して成形することができ、室温に冷却された時、実質的に非軟化状態に
戻る材料をさす。
【００２８】
　「ユーザ（ｕｓｅｒ）」または「介護者（ｃａｒｅｇｉｖｅｒ）」という用語は、本明
細書において、これらの吸収性物品のうちの一つの着用者の周りの、おむつ、おむつパン
ツ、トレーニングパンツ、幼児用おむつ、失禁用製品、またはその他の吸収性物品などで
あるがこれらに限定されない吸収性物品に適合する人を指す。ユーザと着用者は、一人の
同一人物とすることができる。
【００２９】
　弾性材料：
　図１は、例示的な弾性材料１０の一部分を図示する平面図である。弾性材料１０は一般
に、上部シート縁部１１と底部シート縁部１３との間の長手方向３１および横方向３２の
両方に伸張する。弾性材料１０は一般に、第一の材料層１２、第二の材料層１４、弾性ス
トランド１６、および接合物２０を含み得る。下記により詳細に説明するように、接合物
２０の少なくとも一部は、接合物２０が弾性材料１０内の適切な位置に弾性ストランド１
６の部分を貼り付けるか、閉じ込めるように、弾性ストランド１６の両側に位置し得る。
【００３０】
　図３Ａは、図１の円３３の拡大図を示し、接合物２０と、弾性材料１０の弾性ストラン
ド１６のうちの一つを、より詳細に詳述し、記述された弾性ストランド１６を閉じ込める
ことを示す。具体的には、図３Ａは、弾性ストランド１６がストランド１６を閉じ込める
接合物２０ａおよび２０ｂなどの接合物２０対の間を通過するときに、弾性ストランド１
６の外縁を破線で示す。図示されるように、図３Ａの弾性ストランド１６は、弾性ストラ
ンド１６の横方向の長さに沿って互いに配置される非閉じ込められた部分２１および閉じ
込められた部分２２を有し得る。
【００３１】
　材料１２および１４の層の間内に閉じ込められた弾性ストランド１６を備えた弾性材料
１０などの材料を形成するために、弾性ストランド１６は、弾性ストランド１６が第一の
材料層１２と第二の材料層１４との間に位置付けられる前、または位置付けられると拡張
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され得る。弾性ストランド１６は、非張力の外径を有してもよく、また弾性ストランド１
６の外径は、ストランド１６が延伸されると減少し得る。従って、ストランド１６が第一
の材料層１２と第二の材料層１４との間に配置される前または配置される時点では、弾性
ストランド１６は、非張力の外径より小さい外径を有し得る。その後、材料１０の少なく
とも一対の接合物２０、例えば、図３Ａの接合物２０ａ、２０ｂは、延伸弾性ストランド
１６の両側に配置され、ストランド１６を介して長手方向距離２５だけ離間し得る。いく
つかの実施形態では、長手方向距離２５は、接合物対２０ａ、２０ｂが形成される時点で
のストランド１６の外径とほぼ等しくてもよい。その他の実施形態では、長手方向距離２
５は、接合物対２０ａ、２０ｂが形成される時点でストランド１６の外径よりも大きいが
、ストランド１６の非張力の直径の外径より小さくてもよい。
【００３２】
　材料１０などの弾性材料の弾性ストランド１６が弛緩することができるように、弾性ス
トランド１６の外径は一般に、非張力の外径に向かって戻り増加する。しかしながら、図
３Ａでわかるように、この膨張は、接合物対２０ａ、２０ｂ、２０ｄ、２０ｅなどのスト
ランド１６の非張力の直径よりも小さい長手方向距離だけ、ストランド１６を横切って位
置付けられる接合物２０によって、弾性ストランド１６の閉じ込められた部分２２に抑制
される。図３Ａの弾性ストランド１６が伸張状態から弛緩し収縮すると、弾性ストランド
１６の非閉じ込められた部分２１は、長手方向３１（例えば、弾性ストランド１６の外径
が増加する）内で拡張し、非閉じ込められた部分２１内の拡張した外径２３を有する弾性
ストランド１６を有する図３Ａに示される構造を得る。閉じ込められた部分２２により、
弾性ストランド１６が材料１０内の所定の位置に貼り付けられる。
【００３３】
　弾性ストランド１６の弛緩により、閉じ込められた部分２２の間のストランド１６の収
縮が引き起こされる。この収縮により、対応する谷１５および隆起１７が弾性材料１０内
に形成される。谷１５および隆起１７を含む弾性材料１０の構造は、図２により明確に記
述されるが、これは図１の線２－２に沿った弾性材料１０の断面であり、この線は弾性材
料１０の隆起１５および谷１７に垂直に延びる。
【００３４】
　いくつかの実施形態において、弾性ストランド１６の拡張直径２３は、弾性ストランド
１６の非張力の直径と同じであり得るが、その他の実施形態ではそうではなくてもよい。
例えば、弾性ストランド１６のタイプの特定の構成、成形プロセス中の弾性ストランド１
６の伸張量、および弾性ストランド１６に渡る接合物２０間の長手方向距離２５において
、および／または接合物２０間の横方向距離において、伸長弾性ストランド１６に関する
接合物２０の位置が、弾性ストランド１６の直径がストランド１６の非張力の直径まで、
非閉じ込められた部分２１において、伸張することを防止し得る。従って、いくつかの実
施形態では、材料１０の弾性ストランド１６の少なくとも幾つかの非閉じ込められた部分
２１の拡張直径２３は、まだ弾性ストランド１６の非張力の直径よりも小さくてもよい。
【００３５】
　従って、上記の様式では、弾性ストランド１６は、弾性材料１０内に閉じ込められ得る
。さらに、図１で見ることができるように、いくつかの実施形態では、弾性材料１０は、
概してアーチ状に材料１０を通って延在する閉じ込められた弾性ストランド１６を含み得
る。概してアーチ状に材料１０を通って延びる弾性ストランド１６を持つことで、材料１
０に望ましい伸張特性を提供し得る。一例として、アーチ状弾性ストランド１６は、材料
１０を利用する物品のより良いフィットを可能にし得る。
【００３６】
　本明細書で使用される場合、「アーチ状」または「概してアーチ状」という用語は、本
開示の弾性材料を通してストランド１６が横方向および長手方向３１、３２の両方に延び
る弾性ストランド１６形態の部分の一般的形状を包含する。例えば、図１に示すように、
弾性ストランド１６は概してアーチ状部分１８を含む。いくつかの実施形態では本開示の
弾性材料は、直線部分１９を含んでもよい。直線部分は、約５ｍｍより大きいまたは約１
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０ｍｍより大きいまたは約１５ｍｍより大きいなど、別個の第二の方向（長手方向３２な
ど）に延びることなく、測定可能な距離にたいし、実質的に単一の方向（一般に、横方向
３１）に延びるストランド１６の部分として定義され得る。
【００３７】
　本開示によって意図される弾性材料のいくつかの実施形態では、一つまたは複数の弾性
ストランド１６は、ストランド１６が直線部分１９を含まない一般に連続的なアーチ形状
を持ち得る。その他の意図された実施形態では、ストランド１６は、アーチ状部分１８と
直線部分１９との間を交互にし得る。図１に示す一つのこうした実施形態は、直線部分１
９を有する弾性ストランド１６を含み、アーチ状部分１８は直線部分１９の間に配置され
る。
【００３８】
　一般的に、接合物２０の長手方向に隣接する接合物は、接合物対の間に延在する接合さ
れていないチャネル２４を画定する接合物対を形成し得る。図１の実施形態では、横方向
に延びる接合されていないチャネル２４を提供するために、複数の接合物対が横方向に延
びる列に配置される。アーチ状部分１８は、横方向および長手方向３１、３２の両方に延
在するストランド１６を含むため、ストランド１６のアーチ状部分１８は、複数の異なる
長手方向に隣接した接合されていないチャネル２４を通って延在し得る。図１の実施例で
は、上部弾性ストランド左側アーチ状部分１８は、接合されていないチャネル２４ｅおよ
び長手方向に隣接した接合されていないチャネル２４ｄを通って延びる。このアーチ状部
分１８はさらに、接合されていないチャネル２４ｄに長手方向に隣接する接合されていな
いチャネル２４ｃを通って延びる。このアーチ状部分１８はさらに、接合されていないチ
ャネル２４ｂおよび２４ａを通して延びる。右側のアーチ状部分１８は、接合されていな
いチャネル２４ａを通って延び、次いで接合されていないチャネル２４ｂ、２４ｃ、２４
ｄを通って後ろに戻り、最後に接合されていないチャネル２４ｅに戻る。上記の説明では
別個のアーチ状部分１８として呼び出されるが、二つの記述されたアーチ状部分１８は、
二つのアーチ状部分１８の間に直線部分が配置されていないため、単一のアーチ状部分１
８とみなされ得る。
【００３９】
　弾性ストランド１６が、その間に配置された少なくとも一つのアーチ状部分１８を有す
る複数の直線部分１９を含むいくつかの実施形態では、弾性ストランド１６は、一つまた
は複数のアーチ状部分１８の前後に位置する直線部分１９に沿って、同じ第一の接合され
ていないチャネル２４を通って延在し得る。例えば、図１に示されるように、上部弾性ス
トランド１６は、直線部分１９の両方に沿って接合されていないチャネル２４ｅを通って
延在する。しかしながら、他の実施形態では、弾性ストランド１６は、第一および第二の
直線部分１９に沿って異なる接合されていないチャネル２４を通って延在し得る。例えば
、材料１０の異なる実施形態では、ストランド１６の第一（左側）の直線部分１９は、接
合されていないチャネル２４ｅを通って延びてもよく、また第二（右側）の直線部分１９
は、接合されていないチャネル２４ｄ、または２４ｆ、または材料１０のその他任意の接
合されていないチャネルを通って延びてもよい。
【００４０】
　アーチ状部分１８に沿って、弾性ストランド１６が延びることができる長手方向に隣接
した接合されていないチャネル２４の数に対する制限は実際にはない。図１に示されるス
トランド１６は、アーチ状部分１８に沿った五つの異なる接合されていないチャネル２４
のみを通って延びるものとして描写されているが、これは任意の形態で制限すると解釈さ
れるべきではない。ストランド１６がそのアーチ状部分１８に沿って延在し得る接合され
ていないチャネル２４の数は、一般に、材料１０の最終目的によって指定される設計判断
であり得る。
【００４１】
　さらに、弾性ストランド１６がそのアーチ状部分１８に沿って所与の接合されていない
チャネル２４内に延在する必要がある接合物対の数に対する最小制限はない。例えば、図
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１は、チャネル２４ｂなどの、所与の接合されていないチャネルにおいてほとんどゼロの
接合物対であり、チャネル２４ａなどの別の接合されていないチャネルにおいて三つの接
合物対を通って延在する弾性ストランド１６を示す。ただし、これらの数値は上限と下限
として表示されない。一部の好ましい実施形態では、ストランド１６は、アーチ状部分１
８に沿って各接合されていないチャネル２４における、少なくとも一つ、または少なくと
も二つ、または少なくとも三つ、または少なくとも四つ、または少なくとも五つの接合物
対を通って延長することが望ましくてもよい。
【００４２】
　アーチ状部分１８を有するストランド１６を形成するための幾つかの意図された装置お
よびプロセス、およびストランド破損の最小限の例を有する接合物２０を形成する方法は
、本開示の図の他の点に関してより詳細に説明される。
【００４３】
　ウェブ材料：
　一般に、第一の材料層１２およびの外側材料層１４は、ウェストバンド、脚カフ、また
はその他任意の身体接触部分、または非身体接触部分において、衣類および吸収性物品の
使用に適した任意の材料で構成され得る。層１２、１４は、同一の材料または異なる材料
で構成され得る。層１２、１４のそれぞれは、異なる意図された実施形態において、単一
層、複数層、積層体などを含み得る。さらに、層１２、１４は、弾性材料１０を形成する
ために弾性ストランド１６の両側に位置付けられた二つの別個のウェブ材料を含んでもよ
く、または層１２、１４は、ウェブ材料の第一の部分が弾性ストランド１６の第一の辺上
に位置付けられ、ウェブ材料の第二の部分が弾性ストランド１６の第二の辺上位置付けら
れ弾性材料１０を形成するように、折り畳まれた単一のウェブ材料を含み得る。
【００４４】
　層１２、１４の例示的な適切なクラスの材料は、合成繊維（例えば、ポリエステルまた
はポリプロピレン繊維）、天然繊維（例えば、木または綿繊維）、天然繊維と合成繊維の
組み合わせ、多孔質フォーム、網状フォーム、開口部を備えたプラスチックフィルム、ま
たは同種のものなどを含む。適切な材料の例には、レーヨン、木、綿、ポリエステル、ポ
リプロピレン、ポリエチレン、ナイロン、またはその他の熱接着可能繊維、ポリプロピレ
ンおよびポリエチレンの共重合体、直鎖低密度ポリエチレンを含むがこれらに限定されな
いポリオレフィン、およびポリ乳酸などの脂肪酸エステル、細かい孔の空いたフィルムウ
ェブ、ネット材料、および同種のもの、ならびにこれらの組み合わせが含まれるがこれら
に限定されない。
【００４５】
　さらに、層１２、１４にさまざまな織布および不織布を使用できる。層１２、１４は、
織布、不織布、ポリマーフィルム、フィルムファブリック積層体またはこれに類するもの
、ならびにそれらの組み合わせを含み得る。不織布の例には、スパンボンド織物、メルト
ブローン織物、コフォーム織物、カーデッドウェブ、接合カーデッドウェブ、複合スパン
ボンド織物、スパンレース、または同種のもの、ならびにこれらの組み合わせが含まれ得
る。
【００４６】
　例えば、層１２、１４は、ポリオレフィン繊維のメルトブローンウェブまたはスパンボ
ンドウェブから構成され得る。別の方法として、層１２、１４は、天然繊維および／また
は合成繊維から構成される接合カーデッドウェブであり得る。層１２、１４は、実質的に
疎水性材料から構成されることができ、疎水性材料は、随意に界面活性剤で処理それとも
またはその他の方法で処理して、所望のレベルの濡れ性および親水性を付与し得る。界面
活性剤は、スプレー、印刷、はけ塗りまたは同種のものなど、任意の従来的手段で適用す
ることができる。界面活性剤は、層１２、１４の全体に適用それともまたは層１２、１４
の特定部分に選択的に適用することができる。層１２、１４に適した一部の特定の例示的
材料は、５～１５０ｇｓｍの範囲の１００％ポリプロピレン接合カーデッドウェブを含む
。その他の例示的な適切な材料には、５～１５０ｇｓｍの範囲のスパンボンドポリプロピ
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レン不織布ウェブが含まれる。さらに他の例示的材料は、１５０ｇｓｍを超える坪量を有
し得る。
【００４７】
　一実施形態では、層１２、１４は、不織布の複合ウェブで構成され得る。不織布複合ウ
ェブはスパンボンド複合ウェブまたはボンデッドカーデッド複合ウェブであり得る。複合
ステープル繊維の例には、ポリエチレン／ポリプロピレン複合繊維が含まれる。この特定
の複合繊維では、ポリプロピレンがコアを形成しポリエチレンが繊維のシースを形成する
。本開示の範囲を逸脱することなく、マルチローブ、サイドバイサイド、またはエンドツ
ーエンドなどのその他の配向を有する繊維を使用し得る。一実施形態では、層１２、１４
は、約８～約５０ｇｓｍの坪量でスパンボンド基材とすることができる。一実施形態では
、層１２、１４は１２ｇｓｍスパンボンド－メルトブローン－スパンボンド基材とするこ
とができる。別の実施形態では、層１２、１４は、８ｇｓｍスパンボンド－メルトブロー
ン－スパンボンド基材であり得る。
【００４８】
　弾性ストランド：
　弾性ストランド１６の適切な弾性材料には、スパンデックス弾性ストランド、天然ゴム
または合成ゴムのストランド、熱可塑性弾性材料、または熱活性化弾性材料が含まれ得る
が、これらに限定されない。弾性ストランド１６は、少なくとも約５０パーセント、望ま
しくは約３５０パーセント伸張することができ、および約３００パーセントの伸張後に元
の長さの少なくとも約２５０パーセント以内に回復可能であり、望ましくは約１５０パー
セント以内に回復できる任意の弾性材料であり得る。弾性ストランド１６は、例えば、Ｅ
．Ｉ．Ｄｕｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏ．製のＬＹＣＲＡスレッドな
どの、スパンデックス弾性ストランドであり得る。また、弾性ストランド１６は、Ｊ．Ｐ
．Ｓ．Ｅｌａｓｔｏｍｅｒｉｃｓ　Ｃｏｒｐ製の熱可塑性エラストマまたは天然また合成
ゴムからなり得る。また、弾性ストランド１６は、Ａｔｏｃｈｅｍ，Ｉｎｃ．製のＰＥＢ
ＡＸなどの熱活性弾性材料からなり得、弾性ストランド１６が、弾性材料１０内に配置さ
れ、接合物２０が形成された後に、熱処理で活性化され得る。少なくとも一部の実施形態
では、弾性ストランドは、約１０デニール～約１５００デニールの範囲の直径を有し得る
。
【００４９】
　接合物：
　接合物２０は、熱／加熱接合、超音波接合、圧力接合、またはその他の公知の接合技術
など、任意の適切な接合技術を通して形成され得る。一般に、以下でより詳細に説明され
るように、接合物２０は、パターン構成要素および滑らかな構成要素を使用することで形
成され得る。接合物２０を形成するために、層１２、１４は、その間に配置された弾性ス
トランド１６とともに、パターン構成要素と弾性ストランド１６の任意の特徴との間の適
切な整列を有するパターン構成要素と滑らかな構成要素との間に位置付けられる。例えば
、弾性ストランド１６は、パターン構成要素の隆起した突出部（例えば、接合物を形成す
る突出部）の間に位置付けられ得る。
【００５０】
　例えば、熱接合、圧力接合、または回転式超音波接合技術が接合物２０を形成するため
に使用される場合、パターン構成要素および滑らかな構成要素はそれぞれパターンロール
および滑らかなロールであり得る。こうした実施形態では、パターンロールは、パターン
ロールの表面から突出するいくつかの隆起部分を含み得る。隆起部分は、本開示の弾性材
料の異なる実施形態に示されるように、接合物２０の形状およびパターンロールの表面上
に整列されて、接合物２０の長手方向および緯度整列を生成し得る。滑らかなロールは、
一般に滑らかな外表面を有する固体ロールであり得る。
【００５１】
　接合物２０を形成するために使用され得る熱接合技術は、パターンロールの隆起部分を
約７０℃～約３４０℃に加熱することを含み得る。一般に、接合物が形成されたとき、加
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熱レベルは弾性ストランド１６の溶融をもたらす加熱未満であるべきである。隆起部分は
適切な温度でありつつ、パターンロールは、層１２、１４および弾性ストランド１６がロ
ールの間に位置付けられた状態で、滑らかなロール上に押し付けられ得る。いくつかの実
施例として、接合物２０を形成するために使用される圧縮力は、約５００Ｋｐａ～約２，
７５０Ｋｐａでありえ、層１２、１４、および弾性ストランド１６は、約１００リニアメ
ートル／分（ｍｐｍ）～約３５０（ｍｐｍ）の間のパターンおよびアンビルロールを通過
し得る。
【００５２】
　接合物２０を形成するために使用され得る回転式超音波接合技術は、接合物２０を形成
するために超音波エネルギーを使用し得る。例えば、層１２、１４および弾性ストランド
１６が回転式超音波接合機のパターンロールと滑らかなロールの間を通過する場合、滑ら
かなロールは約２０，０００Ｈｚ～約５０，０００Ｈｚの周波数で振動され、層１２、１
４の内部加熱を、層１２、１４とみに溶融して接合物２０を形成する範囲であるようにす
る。
【００５３】
　接合物２０を形成するために使用され得る圧力接合技術は、パターンロールの隆起部分
に外部熱を適用する必要がないことを除いて、上述の熱接合技術と類似し得る。しかしな
がら、隆起部分を周囲温度でのみ補正するために、接合物２０を形成するためにパターン
ロールおよび滑らかなロールにかけられる圧縮力が大きく増大する必要がある。いくつか
の実施例では、圧縮力は、約０．１ＫＮ～約５ＫＮの間のニップ力を生成するためにかけ
られ、一方で層１２、１４および弾性ストランド１６は、約１５ｍｐｍ～４５０ｍｐｍで
パターンロールとアンビルロールの間を通過する。
【００５４】
　接合物２０を形成するために使用され得る非回転式超音波接合技術では、パターン要素
およびアンビル要素は、滑らかな超音波ホーンおよびパターンアンビルであり得る。こう
した実施形態では、アンビル構成要素は隆起部分を有する一方、超音波ホーンは概して滑
らかな表面を有する。いくつかの実施形態では、パターンアンビルは平板であってもよく
、その他の実施形態では、複数のパターンアンビルは、ドラムの周囲の周りに間隙を介し
ており、超音波ホーンの「ストリーク」と一致するように時間合わせされ得る。さらに他
の実施形態では、パターンアンビルは、ドラムの表面上に配置された隆起した突出部を有
する円形ドラムを含み得る。回転式超音波技術と同様に、超音波ホーンは、層１２、１４
および弾性ストランド１６が超音波ホーンとパターンアンビルの間を通過するとき、約２
０，０００Ｈｚ～約５０，０００Ｈｚの周波数で振動され得る。この超音波エネルギー印
加により、層１２、１４の内部加熱を、層１２、１４が共に溶融し、接合物２０を形成す
る範囲に生じさせる。
【００５５】
　一般に、こうした熱接合技術、超音波接合技術、および圧力接合技術は公知の技術であ
る。異なる技術について説明したパラメータは、例示的な適切なパラメータにすぎないこ
とが理解されるべきである。記述された技術は、当技術分野で公知の、その他の適切なパ
ラメータで動作するこうした技術を使用して、接合物２０を形成するために使用され得る
。例えば、国際出願２０１０／０６８１５０には、「ＭＥＴＨＯＤ　ＡＮＤ　ＡＰＰＡＲ
ＡＴＵＳ　ＦＯＲ　ＢＯＮＤＩＮＧ」と題されており、これは、参照によりその全体が盛
り込まれ、多くの異なるパラメータを使用して本開示に記載される接合物パターンの接合
物２０を形成するために使用され得る圧力接合を実施するための方法および装置を詳述す
る。さらに、接合物２０が形成される異なる方法は、接合物２０の異なる強さをもたらす
可能性があることは別として、結果として得られる弾性材料の構造には明確に影響を与え
ない。しかしながら、こうした公知の技術の全ては、接合物２０が破壊することなく接合
物２０間に位置付けられた弾性ストランドの拡張に抵抗するのに十分強い接合物を生成す
ることができる。従って、接合物２０は、本開示の範囲から逸脱することなく、任意の公
知の接合技術に従って形成され得る。
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【００５６】
　一般に、本開示の弾性材料１０の接合物２０は、任意の適切なサイズまたは形状を有し
得る。しかしながら、少なくとも一部の実施形態では、接合物２０は、約５０平方マイク
ロメートル～約２０平方ミリメートル、または約７０平方マイクロメートル～約１０平方
ミリメートル、または約２５０平方マイクロメートル～約５平方ミリメートルの範囲の面
積を持ち得る。さらに、一部の実施形態では、弾性ストランド１６に対して一般に平行な
方向における接合物２０の寸法、例えば、横方向長さ寸法４２は、弾性ストランド１６に
概して垂直な接合物２０の寸法、例えば、長手方向の高さ寸法４４の約二倍～約六倍であ
り得る。例えば、図３Ａの実施形態では、接合物２０の横方向に延びる部分（例えば、部
分３４、３６）の横方向の長さは、接合物２０の長手方向に延びる部分（例えば、部分３
５、３７）の長手方向の高さより約二倍～約六倍大きくてもよい。
【００５７】
　さらに、当然のことながら、接合物は一般に任意の長手方向および／または横方向の間
隔を有し得る。例えば、図３Ａの２０ａおよび２０ｂ、または２０ａおよび２０ｃなど、
接合物２０の長手方向に隣接する接合物の長手方向の間隔は、弾性ストランド１６が長手
方向に隣接する接合物の間に配置されているかどうかに依存して変化し得る。いくつかの
実施形態では、長手方向距離２５で表されるように、長手方向に隣接する接合物２０ａお
よび２０ｂの間の長手方向の間隔は、弾性ストランド１６が接合物２０ａ、２０ｃの間に
配置されない長手方向距離２６で表されるように、長手方向に隣接する接合物２０ａおよ
び２０ｃの間の長手方向の間隔よりも短くてもよく。一例として、長手方向距離２５は、
弾性ストランド１６の非張力の直径よりも小さくてもよく、一方で長手方向距離２６は、
材料１０の任意の弾性ストランド１６の非張力の直径よりも大きい間隔を含む任意の適切
な長手方向の間隔を有し得る。こうした実施形態は、弾性ストランド１６が閉じ込められ
ていない材料１０の領域におけるよりまばらな接合物パターンを許容し得る。しかし、さ
らなる実施形態では、長手方向距離２５、２６は、弾性ストランド１６が接合物２０ａ、
２０ｂの間に延びるが、弾性ストランド１６が接合物２０ａ、２０ｃの間に延びない場合
であっても同じであり得る。一部の例証的な実施例として、弾性ストランド１６が間に延
びない長手方向に隣接する接合物２０（接合物２０ａ、２０ｃなど）の間の長手方向距離
は、約１ｍｍ～約５００ｍｍの間で変化し得る。
【００５８】
　接合物２０の横方向に隣接した接合物間の横方向の間隔は、材料１０全体で同一であっ
てもよく、または変化し得る。例えば、いくつかの実施形態では、横方向距離３８によっ
て表されるように、弾性ストランド１６に隣接して位置する横方向に隣接した接合物２０
（例えば、接合物２０ａ、２０ｄ）の間の横方向の間隔は、横方向距離３９によって表さ
れるように、弾性ストランド１６に隣接して位置しない横方向に隣接した接合物２０（例
えば、接合物２０ｃ、２０ｅ）間の横方向の間隔より小さくてもよい。その他の実施形態
では、横方向距離３８および３９は同一であり得る。さらに、一部の実施形態では、横方
向に隣接した接合物２０間の横方向の間隔は、弾性ストランド１６に隣接していない横方
向に隣接した接合物２０の対の間でさえも変化し得る。例えば、衣服または吸収性物品で
使用される時、接合物２０の横方向の間隔は、所望のパターンまたは柔軟性を材料に与え
るために、衣類または物品の異なる領域全体にわたって変化し得る。一部の非限定的な例
として、接合物２０の横方向に隣接した接合物間の横方向の間隔は、約１ｍｍ～約５００
ｍｍで変化し得る。
【００５９】
　図３Ａは、接合物２０の追加的な特徴を詳述する。例えば、接合物２０はそれぞれ、上
部分３４、上部分３４の反対側の底部分３６、第一の辺部３５、および第一の辺部３５の
反対側の第二の辺部３７を含み得る。図示した通り、少なくとも一部の実施形態では、接
合物２０の第一の辺部３５は、弾性ストランド１６に対して傾斜している。例えば、接合
物２０ａの第一の辺部３５は、弾性ストランド１６の横軸２８に対して角度４０を形成す
ることができる。接合物２０の第一の辺部３５の角度は、材料１０に望ましい伸張特性を
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提供することができ、材料１０の製造に有益であり得る。こうした実施形態では、角度４
０は、約１度～約１７９度の範囲であり得る。一部のより具体的な実施形態では、角度４
０は、約１５度～約９０度、または約３０度～約８９度、または約５０度～約８８度の範
囲であり得る。その他の実施形態では、角度４０は、約１０５度～約１８０度、または約
１２０度～約１７９度、または約１４０度～約１７８度の範囲であり得る。
【００６０】
　さらに図３Ａでわかる通り、少なくとも一部の実施形態では、接合物２０の横方向に隣
接した接合物の上部分３４および底部分３６は一般に整列し得る。しかし、その他の実施
形態では、横方向に隣接した接合物の上部分３４および底部分３６は一般に整列しない場
合があり代わりにずらされたパターンを形成し得る。
【００６１】
　一般に長方形として示されるが、より具体的には平行四辺形として示されるが、接合物
２０は任意の適切な形状であり得る。図３Ｂおよび図３Ｃは、本開示によって意図される
代替的な形状の接合物２０を描写するものであり、円および正方形、特に正方形である。
しかし、さらに意図された実施形態では、接合物２０は、半円形、楕円形、半楕円形、三
角形、正方形、長方形、台形、菱形、またはこれに類するものであり得る。いくつかの実
施形態では、接合物２０は、三つの辺、四つの辺、五つの辺、六つの辺、またはその他任
意の適切な数の辺を有し得る。
【００６２】
　図４は、図１の材料１０の接合物２０のパターンよりも接合物２０の異なるパターンを
持つ本開示の代替的な弾性材料１０’を示す。図４でわかるように、異なる接合物２０は
、横方向３２に対して形成される異なる角度を持ち得る。上部シート縁部１１から底部シ
ート縁部１３に移動して、接合物の第一のグループ内の接合物２０、接合物グループ４１
は、それぞれ、横方向３２に対して第一の角度４０を形成することができる。一方、接合
物の第二のグループ内の接合物２０、接合物グループ４３は、接合物グループ４１に横方
向に隣接しているが、各々は、横方向３２に対して第二の異なる角度４０’を形成し得る
。接合物グループ４１、４３のそれぞれは、四つの個別の接合物２０を含むとして示され
ているが、接合物グループ内にあり得る接合物２０の数に実際の制限がないことを理解す
るべきである。グループ４１、４３などの接合物グループ内の接合物２０の数は、例えば
、一つ程度に少なくまたは１０００ほどに多いように、任意の適切な数であり得る。
【００６３】
　このパターンは、底部シート縁部１３に反復され得る。これらの実施形態のいくつかで
は、接合物グループ４１、４３内の接合物によって形成される異なる角度４０は、第二の
接合物グループ４３の接合物２０のそれぞれによって形成される角度４０’が１８０度か
ら第一の接合物グループ４１の接合物２０によって形成される角度４０の値を引くように
（または、第一の接合物グループ４１の接合物２０によって形成される角度４０が、第二
の接合物グループ４３の接合物２０によって形成される角度４０’よりも大きい場合、逆
もまた同様）長手方向３１に関して互いに鏡映し得る。図４に示すような接合物２０のこ
うしたパターンは、対称的な伸張特性を持つなど、有益な伸張特性を持つ材料１０’を提
供し得る。
【００６４】
　図１および図４に示す材料１０、１０’の接合物２０は、本開示の範囲を制限するもの
と解釈されないことを理解すべきである。むしろ、概して湾曲した形状を形成する弾性ス
トランド１６を有する弾性材料を製造するために、本開示と組み合わせて接合物２０の任
意のパターンを使用し得る。例えば、その全体が参照により本明細書に組み込まれる、２
０１７年４月２７日に出願され、「ＥＬＡＳＴＩＣＡＴＥＤ　ＭＡＴＥＲＩＡＬＳ　ＷＩ
ＴＨ　ＤＩＲＥＣＴＩＯＮＡＬ　ＳＴＲＥＴＣＨ　ＰＲＯＰＥＲＴＩＥＳ」と題された国
際出願ＵＳ２０１７／０２９８４５は、接合物パターンを詳述し、これらは全て、本開示
の詳細とともに使用して、概して湾曲した形状を形成する弾性ストランドを有する弾性材
料を形成する。
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【００６５】
　図５は、本開示による弾性材料を形成するための例示的プロセス１００を実施するため
の装置の概略図である。プロセス１００によると、第一の材料層１２は、縦方向１３２で
、第二の材料層１４に沿って接合要素５２および５４の間に供給される。一つまたは複数
の弾性ストランド１６はまた、要素５２、５４の間に供給され、層１２、１４の間に配置
される。
【００６６】
　図５の実施形態では、接合要素５２は滑らかなロールを表し、接合ニップ５６を形成す
る隣接する接合要素５４を示す。接合要素５４は、形成された弾性材料１０の所望の接合
物パターンに対応するパターンを形成する隆起した突出部を含むパターンロールを表す。
材料の層１２、１４および弾性ストランド１６の層は、少なくとも接合ニップ５６で結合
されてもよく、第一の材料層１２は、第二の材料層１４に接合され、弾性ストランド１６
は接合要素５２、５４によって間に配置される。接合要素５２、５４によって用いられる
接合タイプは、接合物２０の詳細、接合物２０の形成に関連して前述した接合タイプのい
ずれか、またはその他任意の適切な接合タイプの接合であり得る。もちろん、接合物２０
が異なる接合モダリティに従い形成される実施形態では、接合要素５２、５４は、特定の
雪像モダリティによって必要とされるロールでなくてもよい。例えば、接合要素５２は、
接合要素５４が非回転超音波接合モダリティを用いるパターン付き回転アンビル要素を含
む一方で、滑らかな非回転超音波要素を含み得る。
【００６７】
　プロセス１００によると、弾性ストランド１６の一つまたは複数は、振動装置５７によ
って機械幅方向１３１で接合要素５４の面全体にわたってさらに振動され得る。振動装置
５７は、振動する弾性ストランドに一般的に使用される任意の従来的な装置を含み得る。
一つまたは複数の弾性ストランド１６のこの振動は、一つまたは複数のストランド１６の
一つまたは複数のアーチ状部分１８を形成し、一旦材料１２が材料１４に接合されると、
部分１８の概してアーチ形状が定位置に保持される。
【００６８】
　一つまたは複数の弾性ストランド１６の概してアーチ状または湾曲した形状を形成する
ための一つの課題は、一つまたは複数の弾性ストランド１６の振動が一つまたは複数の弾
性ストランド１６を接合要素５４の隆起した突出部にわたって横断することである。一つ
または複数の弾性ストランド１６のいずれかが、ニップ５６で接合要素５４の隆起した突
出部を越えて横断する場合、隆起した突出部は、接合要素５２に対して一つまたは複数の
弾性ストランド１６を圧縮して、および一つまたは複数の弾性ストランド１６を破壊また
はその他の方法で損傷し得る。このように、概して湾曲した形状を有する弾性ストランド
で弾性材料を形成することは、概して直線的に延びる弾性ストランドで弾性材料を形成す
るよりも難しい。なぜなら、後者の材料では、弾性ストランドは、接合ニップ５６の前に
、隆起した突出部の間でより容易に整列する可能性があるためである。
【００６９】
　プロセス１００内の弾性ストランド１６への破損または損傷の頻度を減少させるための
一つのオプションは、弾性材料内に閉じ込め領域および非閉じ込め領域を形成する接合物
パターンを使用することである。こうした実施形態では、発振器５７は、弾性材料の非閉
じ込め領域を形成するパターンを持つ隆起した突出部を含む接合要素５４の部分内にアー
チ状部分１８を整列するように、一つまたは複数の弾性ストランド１６を振動させるよう
に構成され得る。非閉じ込め領域は、一般に、閉じ込め領域の平均接合面積よりも低い平
均接合面積を持ち得る。低い平均接合面積は、接合プロセス１００の間に接合物２０が形
成されるにつれて、弾性ストランドが接合要素５４の隆起した突出部と整列するための機
会が少ないことを意味する。従って、こうした実施形態では、接合物２０の形成の間のス
トランド１６の破損の機会が少ない。
【００７０】
　図１～図４の弾性材料１０および１０’は、一つまたは複数の弾性ストランド１６がア
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ーチ状部分１８を持ち、接合物２０がそのアーチ状部分１８に沿って、またそれらの直線
部分１９に沿って一つまたは複数の弾性ストランド１６を閉じ込める接合されていないチ
ャネル２４を形成する実施形態を描写するものである。すなわち、ストランド１６のアー
チ状部分１８（および直線部分１９）に沿って配置される接合物２０は、それらのアーチ
状部分１８に沿ったストランド１６の両側に配置された接合物２０の対が、弾性ストラン
ド１６の非張力の直径よりも小さい距離だけ離間して配置される。上述のように、こうし
た材料１０、１０’は、製造中にストランド１６の破損により、特に高速で製造するのが
特に困難であり得る。
【００７１】
　図６～図１２は、非閉じ込め領域１１８および閉じ込め領域１１９の両方を持つ弾性材
料を含む本開示のその他の意図された実施形態を描写するもので、非閉じ込め領域１１８
は一つまたは複数の弾性ストランド１６のアーチ状部分１８と整列されている。こうした
実施形態は、異なる実施形態に関して以下でより詳細に説明されるように、製造が比較的
容易でおよび／または非閉じ込め領域１１８内のより低い平均接合面積により製造の間、
ストランド１６の破損がより少なくなり得る。低い平均接合面積は、非閉じ込め領域１１
８内の所定のセクション内で、所定のセクションの総面積に対する接合面積（例えば、第
一の層１２を第二の層１４に接合する）の合計量の比率は、閉じ込め領域１１９内に配置
された同じサイズのセクション内の総面積に対する接合面積の総量の比率よりも小さくな
るという事実を示す。
【００７２】
　一例として、図６は、アーチ状部分１８を有する弾性ストランド１６を含む例示的な弾
性材料２００を示す。例示的材料１０、１０’のように、材料２００の弾性ストランド１
６は、アーチ状部分１８と直線部分１９の両方を含む。しかし、材料１０、１０’とは異
なり、弾性ストランド１６のアーチ状部分１８は、非閉じ込め領域１１８を通って延びる
。非閉じ込め領域１１８内の接合物は、接合物２０１として標識され、接合物２０１は、
閉じ込め領域１１９に配置される接合物２０とは異なるサイズを持つ。より具体的には、
図６に示すように、接合物２０１の長手方向の高さ２０９は、接合物２０の長手方向の高
さ（例えば、図３Ａに示す高さ４４）より小さくてもよい。図示されるように、これによ
り、（図３Ａに示す）接合物２０の長手方向に隣接する接合物の長手方向の間隔２５より
も、長手方向の間隔２０７によって着目される、接合物２０１の長手方向に隣接する接合
物間のより大きな長手方向の間隔が生成される。従って、弾性材料２００と類似したもの
としてこうした実施形態では、長手方向の間隔２０７は、弾性ストランド１６の非張力の
直径よりも大きくてもよい。このように、接合物２０１を含む非閉じ込め領域１１８は、
それらのアーチ状部分１８に沿った弾性ストランド１６の閉じ込めを許容しなくてもよい
。
【００７３】
　非閉じ込め領域１１８は、接合物２０よりもサイズ異なる接合物２０１を含む材料２０
０の領域として定義されてもよく、接合物２０１の異なるサイズは、接合物２０１がスト
ランド１６の閉じ込めを許容しないように、長手方向に隣接する接合物２０１の間の長手
方向の間隔２０７をもたらす。逆に、閉じ込め領域１１９は、接合物２０は、ストランド
１６の閉じ込めを許容する長手方向に隣接する接合物２０間の長手方向の間隔２５を含む
材料２００の領域として定義され得る。
【００７４】
　材料２００のより小さい寸法の接合物２０１は、製造時に弾性ストランド１６の破損を
防止するのに役立ち得る。例えば、接合物２０１の小さめの接合物寸法の効果は、ストラ
ンド１６が概してアーチ状に延びることができる材料２００の非閉じ込め領域１１８内の
比較的小さな平均接合面積をもたらす。これは、ストランド１６が概して直線的に延びる
材料１０、１０’の領域の比較的大きな平均接合面積とは対照的である。いくつかの実施
形態では、閉じ込め領域１１９における材料２００の平均接合面積は、約５％～約４０％
、または約５％～約２０％、または約１０％～約２０％であり得る。非閉じ込め領域にお
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ける材料２００の平均接合面積は、約１％～約１０％であり得る。非閉じ込め領域１１８
のより小さい平均接合面積は、ストランド１６および接合物２０１を形成する接合要素５
４の隆起した突出部が接合物２０１の形成の間に整列する可能性が低くなることをもたら
す。従って、層１２および１４を接合するプロセスがストランド１６の破損をもたらす可
能性が少ない。
【００７５】
　本開示の材料を定義する別の方法は、横方向領域によるものである。例えば、図６の材
料２００は、横方向領域１２８および１２９などの別々の横方向領域に長手方向の線で分
割され得る。横方向領域１２９は、領域１２９内の弾性ストランドが閉じ込められる閉じ
込め領域であってもよく、一方で横方向領域１２８は、弾性ストランドが閉じ込められて
いない（または少なくとも領域１２８内のその長さの大部分に沿って閉じ込められていな
い）非閉じ込め領域であり得る。こうした実施形態では、各領域１２８、１２９内の平均
接合面積は、上述のとおり異なってもよい。一般に、非閉じ込め領域１２８内の平均接合
面積は、閉じ込め領域１２９内の平均接合面積より小さくてもよい。閉じ込め領域１２９
の平均接合面積は、約５％～約４０％、または約５％～約２０％、または約１０％～約２
０％であり得る。非閉じ込め領域１２８の平均接合面積は、約１％～約１０％であり得る
。
【００７６】
　図６の材料２００を参照し、一つまたは複数の弾性ストランド１６は、材料２００の非
閉じ込め領域１１８内に閉じ込められていないが、接合物２０１は、非閉じ込め領域１１
８内でのストランド１６の概してアーチ形状または湾曲した形状を維持する。例えば、材
料２００は、張力下のストランド１６で形成される。材料２００が弛緩することが許容さ
れる時、ストランド１６は収縮し、接合物２０１を押し、それによってストランド１６の
所望の概してアーチ状または湾曲した形状を維持し、材料２００に望ましい伸張特性を与
える。
【００７７】
　図６における材料２００の実施形態は、閉じ込め領域１１９内の横方向に隣接した接合
物２０と一般に整列するように、非閉じ込め領域１１８の接合物２０１を示す。例えば、
接合物２０１および接合物２０の上部分３４は、接合物２０１、２０の横方向に隣接した
接合物間に一般に整列する。これは、記載された材料１０、１０’における接合物２０の
整列と類似している。しかしながら、接合物２０１、２０は、全ての意図された実施形態
において、このように整列する必要はない。例えば、図７は、概してアーチ状または湾曲
した形状を有する一つまたは複数の弾性ストランド１６を含む、別の例示的材料、材料２
００’を示す。しかしながら、図７の実施形態では、非閉じ込め領域１１８の接合物２０
１は、材料１０、１０’、および２００のように、閉じ込め領域１１９内の横方向に隣接
した接合物２０と整列しない。図示されるように、接合物２０１の上部分３４は、材料２
００’の実施形態において、横方向に隣接した接合物２０の上部分３４と整列しない。代
わりに、接合物２０１は、横方向に隣接した接合物２０の上部分３４と底部分３６の間の
長手方向３１において一般に中心がくるように配置される。
【００７８】
　さらなる実施形態は、一つまたは複数の弾性ストランドが、非閉じ込め領域内の接合物
間に閉じ込められることなく、概してアーチ状または湾曲した形状の弾性材料の非閉じ込
め領域を通って延びる本開示によって意図される。例えば、非閉じ込め領域の外側の接合
物と寸法が異なる非閉じ込め領域内の接合物の代わりに、非閉じ込め領域内の接合物間の
間隔は、非閉じ込め領域外の接合物間の間隔とは異なる本開示の追加の弾性材料が考えら
れる。
【００７９】
　図８および図９は、本開示の態様による、追加的な例示的な材料３００、３００’をそ
れぞれ示す。例示的材料３００、３００’は、非閉じ込め領域１１８内の接合物が、例え
ば、閉じ込め領域１１９内などの非閉じ込め領域１１８の外側にある接合物よりも異なる
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間隔を持つ、弾性材料の実施形態を描写する。例えば、図８の実施形態では、非閉じ込め
領域１１８内および非閉じ込め領域１１８の外側の接合物２０は、概して同一のサイズお
よび形状を持つが、非閉じ込め領域１１８内の接合物２０は、非閉じ込め領域１１８の外
側の接合物２０の間の長手方向の間隔２５より大きい長手方向に隣接する接合物２０の間
の長手方向の間隔３０５を持つ。一般に、長手方向の間隔３０５は、非閉じ込め領域１１
８内でのストランド１６の閉じ込めを許容しないように、弾性ストランド１６の非張力の
直径よりも大きい。図８の実施形態では、非閉じ込め領域１１８は、増大した長手方向の
接合物間隔３０５を形成するために、全ての他の長手方向に隣接する接合物２０を取り外
すことにより形成される。ここでも、こうした実施形態では、非閉じ込め領域１１８内の
平均接合面積は、ストランド１６が概してアーチ状に延びる材料１０、１０’の領域の平
均接合面積よりも一般に、小さい。増加した長手方向の間隔３０５は、材料１０または１
０’の形成に対する材料３００の形成の間の弾性ストランド１６の破損の数を減少させる
のに役立ち得る。
【００８０】
　しかしながら、その他の実施形態は、非閉じ込め領域内の接合物と非閉じ込め領域外の
接合物との間の類似した接合物サイズを維持しながら、非閉じ込め領域内での平均接合面
積を減少させることを達成し得る。例えば、図９は、一般に非閉じ込め領域１１８の外側
、例えば閉じ込め領域１１９の接合物２０と同じサイズである接合物２０を含む非閉じ込
め領域１１８を含む例示的材料３００’を示す。しかし、材料３００’の実施形態では、
非閉じ込め領域１１８内の接合物２０のその他の全ての横方向に隣接した接合物が欠如し
ている。さらに、各列における接合物２０の第一の欠如した接合物は、非閉じ込め領域１
１８内の長手方向に隣接する接合物２０の間の長手方向の間隔が、閉じ込め領域１１９内
の長手方向に隣接する接合物２０の間の長手方向の間隔より長いように、長手方向に隣接
した列の間に交互になる。
【００８１】
　材料３００のように、材料３００’の非閉じ込め領域１１８内の長手方向に隣接する接
合物２０の間の長手方向の間隔３０５は、閉じ込め領域１１９内の長手方向に隣接する接
合物２０の間の長手方向の間隔２５とは異なり得る。一般に、長手方向の間隔３０５は間
隔２５よりも大きく、より具体的には、非閉じ込め領域１１８内でのストランド１６の閉
じ込めを許容しないように、弾性ストランド１６の非張力の直径より大きい。図８の実施
形態と同様に、図９の弾性材料３００’は、ストランド１６が概してアーチ状に延在する
材料１０、１０’の領域の平均接合面積に対して、非閉じ込め領域１１８内の減少した平
均接合面積も持つ。
【００８２】
　もちろん、さらに意図された実施形態では、素材２００と２００’のように弾性材料の
非閉じ込め領域内の接合物は、非閉じ込め領域外の接合物よりもサイズが小さくてもよい
。そしてまた、材料３００および３００’のように非閉じ込め領域内の長手方向に隣接す
る接合物間の長手方向の間隔が比較的大きくてもよい。さらに、非閉じ込め領域内および
非閉じ込め領域の外側の接合物の特定の形状も異なってもよいことを理解すべきである。
図１０および図１１は、これらの態様によるさらなる例示的な弾性材料４００および４０
０’をそれぞれ描写する。
【００８３】
　図１０の弾性材料４００は、非閉じ込め領域１１８内の接合物４０１と非閉じ込め領域
１１８の外側の接合物２０との間の主な違いが接合物サイズであるという点で、弾性材料
２００’に類似している。しかしながら、図１０の実施形態では、接合物４０１の形状は
接合物２０の形状とも異なる。接合物４０１は概して円形で示されているが、接合物４０
１は任意の適切な形状であり得る。図１１の弾性材料４００’は、非閉じ込め領域１１８
内の長手方向に隣接する接合物４０１の長手方向の間隔が、非閉じ込め領域１１８の外側
の長手方向に隣接する接合物２０の長手方向の間隔と異なるという点で弾性材料３００’
と類似している。接合物４０１はまた、接合物２０よりも小さい。さらに、非閉じ込め領
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域１１８内の図１１の実施形態における接合物４０１の形状は、非閉じ込め領域１１８の
外側の接合物２０の形状とも異なる。接合物４０１は概して円形で示されているが、接合
物４０１は任意の適切な形状であり得る。
【００８４】
　図１２および図１３は、本開示の態様によるさらなる例示的な弾性材料、材料５００、
５００’を描写するものである。こうした材料５００、５００’は、弾性ストランド１６
がそれらのアーチ状部分１８に沿って閉じ込められ得るという点で、材料２００および２
００’と類似し得る。しかし、材料２００、２００’とは異なり、材料５００は、ストラ
ンド１６のアーチ状部分１８に沿ってストランド１６を閉じ込める接合物２０のみを含ん
でもよい。例えば、図１２で見ることができるように、上部ストランド１６は、図１のよ
うに、接合されていないチャネル２４ｅ、２４ｄ、２４ｃ、および２４ｂを通って延在し
得る。しかし、図１２の実施形態では、それを通ってストランド１６のアーチ状部分１８
が延びていない接合されていないチャネル２４ｅ、２４ｄ、２４ｃ、および２４ｂの部分
を形成する接合物２０は取り除かれる。いくつかの実施形態では、弾性ストランド１６に
長手方向に隣接する接合されていないチャネルの部分を形成する接合物２０を取り除くこ
とができる。例えば、図１２の上部弾性ストランド１６が接合されていないチャネル２４
ｃを通って延在するところで、（長手方向に隣接した）接合されていないチャネル２４ｂ
および２４ｄを形成する接合物が取り除かれている。このように、接合されていないチャ
ネル２４ｂ、２４ｄは、それが接合されていないチャネル２４ｃを通って延在する上部弾
性ストランド１６に長手方向に隣接する材料５００の領域に存在しない。さらなる実施形
態において、接合物２０は、弾性ストランド１６のアーチ状部分１８が延びる接合されて
いないチャネルに、二つの最も近い長手方向に隣接した（例えば、上二つおよび下二つ）
接合されていないチャネルを形成する結合を取り除くことができる。さらなる実施形態に
おいて、最も近い３から５０の長手方向に隣接した接合されていないチャネルを形成する
接合物２０を取り外し得る。
【００８５】
　こうした実施形態の一つの利点は、ストランド１６のアーチ状部分１８を包含する領域
における材料５００の平均接合面積が、ストランド１６のアーチ状部分１８を包含する領
域の外側の材料５００の平均接合面積よりも低いことである。これらの実施形態では、製
造時に弾性ストランド１６のうちの一つまたは複数が破壊されるか、またはその他の方法
で損傷される可能性が少ない場合がある。例えば、ストランド１６が、ストランド１６の
アーチ状部分１８が延びる所望の接合されていないチャネルを形成する接合物２０を形成
する接合要素５４の突出部の間の領域に定着しなかった場合、ストランド１６の一つが接
合要素５４の突出部と整列する可能性が少なくなり得る。
【００８６】
　図１３の実施形態では、弾性材料５００’のストランド１６も、アーチ状部分１８に沿
って閉じ込められる。しかし、弾性材料５００’は、ストランド１６のアーチ状部分１８
を包含する材料５００’の領域内の異なる接合物パターンを含む。例えば、長手方向に隣
接した接合されていないチャネルの部分を形成する接合物２０を除去する代わりに、材料
５００’の接合物２０は、弾性ストランド１６が延びることができる連続的なアーチ状の
接合されていないチャネルを形成する。図１３の実施形態では、上部ストランド１６は、
接合されていないチャネル２４ｅを通って延在し、次いで接合されていないチャネル２４
ｄを通って延在することがわかる。接合されていないチャネル２４ｄがそれを通ってスト
ランド１６が延在するアーチ状の経路を形成するように、ストランド１６のアーチ状部分
１８を包含する材料５００’の領域内の横方向に隣接した接合物２０は、わずかな長手方
向のオフセットを有するように示されている。同様に、図１３の底部ストランド１６は、
接合されていないチャネル２４ｉおよび接合されていないチャネル２４ｈを通って延び、
底部ストランド１６が延びるアーチ状の経路を形成するよう示されている。
【００８７】
　アーチ状の接合されていないチャネルを形成する横方向に隣接した接合物２０は、約５
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％～約１００％、または約５％～約７５％、または約５％～約５０％の任意の長手方向の
オフセットを持ち得る。これらの横方向のオフセット番号は、横方向に隣接した接合物２
０が長手方向３１でオフセットされ得る距離の範囲を表す。すなわち、横方向に隣接した
接合物２０が横方向３２に互いに完全に重なり合う代わりに、接合物２０は、記載の割合
だけ横方向に隣接した接合物２０に対して長手方向に上下にシフトすることができる。こ
こで、記載された割合は、接合物２０の高さ寸法の割合を表す（例えば、高さ４４または
２０９など）。
【００８８】
　ストランド１６のアーチ状部分１８を包含する材料５００’の領域における異なる接合
物パターンにより、この領域内の平均接合面積は、ストランド１６のアーチ状部分１８を
包含しない材料５００’の領域よりも少なくてもよい。従って、弾性材料５００と同様に
、例えば、一つまたは複数のスタンドが振動している間、一つまたは複数のストランド１
６が、接合要素の一つにある突出部間の領域と整列しなかった場合、一つまたは複数の弾
性ストランド１６が製造中に破壊されるか、さもなければ損傷を受ける可能性が低くなる
。
【００８９】
　もちろん、弾性ストランド１６のアーチ状部分１８が延びる接合されていないチャネル
が示され、ストランド１６を閉じ込めているとして図１２および１３に記述されているが
、これは全ての実施形態の場合に当てはまらなくてもよい。材料５００および５００’の
いくつかの実施形態では、接合物２０はアーチ状部分１８に沿ってストランド１６の両側
に配置されてもよく、また弾性ストランド１６の非張力の直径よりも大きい距離だけ離間
し得る。こうした実施形態は、ストランド１６が製造中に破損またはその他の方法で損傷
する可能性が低いため有利であり得る。例えば、接合物２０を形成する突出部の前に接合
要素５４の突出部の間に位置する比較的大きな空間の間でストランド１６のアーチ状部分
１８が安定しやすくあり得る。
【００９０】
　閉じ込め領域１１９および非閉じ込め領域１１８を持つ弾性材料を形成するために接合
物パターンを調整する代わりに、製造時のストランド１６の破損を最小化するのにも役立
つプロセス１００に対する調整を行うことができ得る。例えば、図１４および１５は、本
開示による弾性材料を形成するためのプロセス１００’および１００’’を実施するため
の代替的な例示的装置を描写するものである。
【００９１】
　プロセス１００’は、図５に関連して説明したプロセス１００と類似している。しかし
、プロセス１００’は、接合要素５４を接合ニップ５６の前に一つまたは複数の弾性スト
ランド１６と接触させるステップをさらに含む。図１４でわかるように、一つまたは複数
の弾性ストランド１６は、接合要素５４の周囲に配置された接触点５１で接合要素５４に
接触する。本明細書で使用される場合、「接触」という用語は、物理的接触のみに限定さ
れない。代わりに、「接触」という用語は、第一の構成要素が、第一の構成要素と第二の
構成要素との間の直接的な接触を阻止する一つまたは複数の介在層で第二の構成要素に対
して押される状態を含む。例えば、上記の例では、一つまたは複数の弾性ストランド１６
は、第二の材料層が一つまたは複数の弾性ストランド１６と接合要素５４との間に配置さ
れるため、接合要素５４に直接接触しない。しかしながら、本明細書で使用される場合、
一つまたは複数の弾性ストランド１６は、依然として接合要素５４と接触していると考え
られる。
【００９２】
　一つまたは複数の弾性ストランド１６は、接合ニップ５６と一致する接合要素５４の周
囲の接触点５１と接触点５３の間に延びる距離５５について接合要素５４の周りを包む。
従って、距離５５は円周距離を表し得る。接合ニップ５６において一つまたは複数の弾性
ストランド１６の破損の発生を低くするために、距離５５は、接合要素５４の周囲の約５
％～約７５％であるべきである。その他の実施形態では、距離５５は、接合要素５４の周
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囲の約５％～約５０％、または約５％～約４５％、または約１０％～約４０％、または約
１５％～約３５％、または約２０％～約３０％であるべきである。
【００９３】
　接合要素５４を接合ニップ５６の前の距離５５にたいしその周囲に沿って接触させるこ
とによって、一つまたは複数の弾性ストランド１６は、接合ニップ５６に達する前に接合
要素５４の隆起した突出部の間の領域に安定することができる。従って、一つまたは複数
の弾性ストランド１６は、接合ニップ５６に達すると、隆起した突出部の間に配置される
ため、一つまたは複数の弾性ストランド１６は、第一の層１２の第二の層１４への接合の
間、接合要素５４の突出部によって破壊される危険性はない。
【００９４】
　図１５は、プロセス１００’’を実施するための代替的装置である。図１５に図示した
装置は、接合要素５２および５４を含む、図１２に示す装置と類似している。しかし、図
１３に示す装置はさらに、案内要素５９を含む。案内要素５９は、接合要素５４に隣接し
て配置され、案内ニップ５８を形成する。図１３の特定の実施形態では、案内要素５９は
案内ロールである。案内要素５９は、接合ニップ５６の前の第二の層１４と一つまたは複
数の弾性ストランド１６と接合要素５４との間の接触を確実にするのに役立つ。案内要素
５９は、案内ニップ５８が接合ニップ５６から離れて周囲距離５５に配置されるように、
接合要素５４に対して位置付けられ得る。図１５に示すとおり、代替的な実施形態におい
て、第一の材料層１２は、第二の材料層１４および一つまたは複数の弾性ストランド１６
と同様に案内ニップ５６を通して延びるように位置付けられ得る。
【００９５】
　上記の任意の実施形態は、任意の組み合わせの他の記述された実施形態と組み合わせて
もよいことが理解されるべきである。例えば、図１１は、非閉じ込め領域１１８内の接合
物４０１が、接合物２０よりも小さいサイズを有する接合物４０１とともに閉じ込め領域
１１９内の長手方向に隣接する接合物２０間の長手方向の間隔とは異なる（より大きい）
長手方向に隣接する接合物４０１間の長手方向の間隔を有する材料２００’および３００
’の特徴を組み合わせた例示的な弾性材料４００’を示した。弾性材料４００’は、記述
されたプロセス１００、１００’、または１００’’のいずれかに従って作製され得る。
本開示のいくつかの実施形態では、意図された弾性材料は本明細書に記載の任意の接合物
パターン、または任意の他の適切な接合物パターンを持ち、プロセス１００、１００’、
または１００’’のいずれか一つに従って作製され得る。非閉じ込め領域１１８を含む接
合物パターンは、アーチ状部分を有する弾性ストランドを有する弾性材料を製造しやすく
するのに有用であると説明されたが、この開示では、プロセス１００’または１００’’
に従ってそのような接合物パターンが形成されるのを防ぐと解釈されるべきではない。両
方とも、アーチ状部分を備えた弾性ストランドを有する弾性材料の製造を容易にするのに
役立つと説明されている。
【００９６】
　もちろん、上述の弾性材料のいずれも、さまざまな異なる衣類および吸収性物品内で使
用され得る。例えば、開示された弾性材料は、衣服または吸収性物品のウェストバンドま
たはウェストパネルの少なくとも一部分、または衣類または吸収性物品の弾性脚カフの少
なくとも一部分を形成し得る。開示された材料は、吸収性物品の封じ込めフラップの一部
、または吸収性物品のサージおよび／または分配層の一部として、吸収性物品の吸収性コ
ア内のような、吸収性物品のその他の部分内で使用され得る。
【００９７】
　図１６は、ウェストバンド、脚カフおよび封じ込めフラップの一部としての弾性材料を
含む例示的な吸収性物品５００を図示する。図１６の実施形態は、機械幅方向（ＣＤ）プ
ロセスと一般的に呼ばれるものにおいて製造される吸収性物品を含む吸収性物品５００を
図示する。しかしながら、本開示の趣旨および範囲から逸脱することなく、縦方向（ＭＤ
）プロセスで製造される他の吸収性物品は、本開示による弾性材料を含み得ることが理解
されるべきである。
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【００９８】
　吸収性物品５００は、吸収性物品５００が、前部ウェスト縁部５０１を有する前部ウェ
ストパネル５０２と、後部ウェスト縁部５０３を有する後部ウェストパネル５０４と、前
部ウェストパネル５０２と後部ウェストパネル５０４との間に伸張する吸収性パネル５０
９とを有する、シャシー５０６を含む、三片構造を含み得る。吸収性パネル５０９は一般
に、吸収体５０８を含み得る。
【００９９】
　いくつかの実施形態では、吸収性パネル５０９は、第一横側縁部５０５および第二横側
縁部５０７を有してもよく、前部ウェストパネル５０２および後部ウェストパネル５０４
に重なり得る。吸収性パネル５０９は、前部ウェストパネル５０２および後部ウェストパ
ネル５０４に接着されて、三片構造を画定することができる。しかしながら、吸収性物品
は、三片構造衣類でないＣＤプロセスで製造できることが意図されており、これはまた、
体側のライナーおよび／または外側カバーなどウェストパネルを形成する通常接続された
構成要素によって、前部ウェストパネル５０２および後部ウェストパネル５０４が統合さ
れるので、ときどき、一片構造（図示せず）と称される。外側カバーは吸収性パネル５０
９を包み、または吸収性パネル５０９の衣類側を単にカバーする。
【０１００】
　前部ウェストパネル５０２および後部ウェストパネル５０４は一般に、少なくとも二つ
の材料の層の間に配置された弾性ストランド５１６を含み得る。例えば、前部ウェストパ
ネル５０２および後部ウェストパネル５０４は、本明細書で説明したものなどの弾性材料
を含んでもよい。これらの異なる実施形態は、吸収性物品５００に異なる有益な嵌合特性
を与え得る。例えば、ストランド５１６の一つまたは複数は、ストランド５１６ａ～ｄな
どのアーチ状に、前部および／または後部ウェストパネル５０２、５０４の少なくとも一
部分全体に延在し得る。これらのアーチ状ストランド５１６、またはストランド５１６の
部分は、身体上に物品５００のより良い輪郭を提供することによって、装着された時、物
品５００のより密接したおよび／またはより快適なフィットを許容し得る。
【０１０１】
　同様に、脚カフ５１０、５１１は、一つまたは複数の弾性ストランド５１７で形成され
得る。いくつかの実施形態では、一つまたは複数のストランド５１７の部分５１８は、本
明細書に記載の実施形態のいずれかによるアーチ状に延在し得る。これにより、脚カフ５
１０、５１１が脚の周りなど、着用者の身体に適合することがより良好である物品５００
がより良好にフィットするのを可能にする。一部の追加的または代替的な実施形態では、
封じ込めフラップ５１２はまた、一つまたは複数の弾性ストランド５２１を含んでもよい
。これらの弾性ストランド５２１の部分５２２などの少なくとも一部の部分は、それによ
って着用者の身体により良く適合して、漏れ防止を助けるように、本明細書に記載の任意
の実施形態に従ってアーチ状に延在し得る。
【０１０２】
　図１７は、本明細書に開示される材料のうちの一つまたは複数を使用することから利益
を得ることができる別の例示的吸収性物品６００を図示する。物品６００はシャシー６０
２および身体に面する表面６０３を含むことができ、さらに、前側パネル６０９および後
側パネル６０８を含み得る。前側パネル６０９は、取り付け領域６０７を含むことができ
、後側パネル６０８は取り付け領域６０９を含み得る。取り付け領域６０７、６０９は、
前側パネル６０９と後側パネル６０９との間の確実な接続から互いに協働し得る。こうし
た構成では、物品６００は衣服構成内にあると考えられ得る。
【０１０３】
　いくつかの実施形態では、一つまたは複数のアーチ状部分（図示せず）を有する一つま
たは複数の弾性ストランドを含むために、前側パネル６０９および／または後側パネル６
０８のうちの少なくとも一つに対して有益であり得る。従って、前側パネル６０９および
／または後側パネル６０８は、本明細書に記載される材料のいずれかを含んでもよい。前
側パネル６０９および／または後側パネル６０８は、物品６００により良いフィトを提供
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するために、アーチ状部分を有する弾性ストランドの実装から利益を得ることができる。
前側パネル６０９および／または後側パネル６０８は、着用者のウェストおよび脚の一部
の周りに延びて位置するので、前側パネル６０９および／または後側パネル６０８の弾性
ストランドのアーチ状部分は、より良好なフィットをもたらす物品６００のより良い輪郭
を提供し得る。
【０１０４】
　物品６００はさらに、一つまたは複数の弾性ストランド６１１で形成され得る脚カフ６
１０を含み得る。いくつかの実施形態では、一つまたは複数のストランド６１１の一部は
、本明細書に記載の実施形態のいずれかによる部分６１２などのアーチ状に延在し得る。
これにより、脚カフ６１０が、脚の周りなど、着用者の身体に適合することがより良好で
ある物品６００がより良好にフィットできるようになり得る。一部の追加的または代替的
な実施形態では、封じ込めフラップ６１５はまた、一つまたは複数の弾性ストランド６１
６を含んでもよい。部分６１８などのこれらの弾性ストランド６１６の少なくともいくつ
かの部分は、本明細書に記載の実施形態のいずれかに従ってアーチ状に延在し得る。これ
らのアーチ状部分６１８は、漏れの防止に役立ち得るために、封じ込めフラップ６１５が
着用者の身体により良く適合するのを可能にすることができる。さらに追加的または代替
的な実施形態では、物品６００は前部ウェストバンド６２０および／または後部ウェスト
バンド６２１を含み得る。さまざまな実施形態で、前部ウェストバンド６２０および／ま
たは後部ウェストバンド６２１は、本明細書で開示した材料のいずれかによる、アーチ状
に延びる一つまたは複数の弾性ストランドを含む。前部ウェストバンド６２０および／ま
たは後部ウェストバンド６２１のこのようなアーチ状部分は、より良いフィット特性を有
する物品６００を提供するのに役立ち得る。
【０１０５】
　詳細な説明に引用されている全ての文書は、該当部分において、参照により本明細書に
組み込まれる。いかなる文書の引用も、本発明に関して先行技術であることを承認するも
のとして解釈されるべきではない。本文書に記載された用語の任意の意味または定義が、
参照により本明細書に組み込まれる文書のいずれかの意味または定義と矛盾する範囲にお
いて、本文書の用語に割り当てられた意味または定義を適用するものとする。
【０１０６】
　当業者であれば、本開示は、本明細書に記載および意図された特定の実施形態以外のさ
まざまな形態で現れることを認識するであろう。具体的には、さまざまな実施形態および
図面に関連して説明したさまざまな特徴は、それらの実施形態および／または図のみに適
用されると解釈されるべきではない。むしろ、それぞれの記述された特徴は、それらの特
徴と併せて説明される他の特徴のいずれかを有それともまたは有さないさまざまな意図さ
れた実施形態のその他任意の特徴と組み合わされ得る。従って、添付の請求項に記載され
る本開示の範囲から逸脱することなく、形態および詳細における逸脱がなされえる。
【０１０７】
　実施形態
　第１の実施形態では、弾性材料を形成するための方法は、縦方向に上面および下面を有
する第一の連続基体材料を前進させることと、縦方向に上面および下面を有する第二の連
続基体材料を前進させることと、縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させることで
あって、弾性ストランドが、第一の連続基体材料の下面と第二の連続基体材料の上面との
間に位置付けられるように、前進させることとを含んでもよい。方法は、第一の連続基体
材料および第二の連続基体材料の間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続
基体材料および第二の連続基体材料を接合装置に前進させることをさらに含んでもよい。
接合装置が、第一の接合要素と、第一の接合要素に近接して配置され、第一の接合要素と
の接合ニップを形成する第二の接合要素とを含んでもよい。方法はまた、弾性ストランド
を幅方向に振動させることと、第一の連続基体材料、第二の連続基体材料、および弾性ス
トランドを接合ニップを通して前進させ、少なくとも第一の接合物および第二の接合物で
、第一の連続基体材料および第二の連続基体材料の間に位置付けられた弾性ストランドと
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ともに、第一の連続基体材料を第二の連続基体材料に接合することとを含んでもよい。第
一の接合物および第二の接合物が、弾性ストランドの両側に配置され、かつ弾性ストラン
ドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離間してもよく、およびアーチ状に延在する弾性
ストランドの一部に沿って位置され得る。
【０１０８】
　第２の実施形態では、第１の実施形態の第二の接合要素は、周囲を含む外縁を有しても
よく、第二の連続基体および弾性ストランドが、周囲の約５％～約７５％である接触長さ
のために外縁に沿って第二の接合要素に接触し得る。
【０１０９】
　第３の実施形態では、第１および第２の実施形態のいずれかの第二の接合要素は、周囲
を含む外縁を有するロールであり、第二の連続基体および弾性ストランドが、周囲の約１
５％～約５０％である接触長さのために外縁に沿って第二の接合要素に接触し得る。
【０１１０】
　第４の実施形態では、第２の実施形態の第一の連続基体材料は、周囲の約５％～約７５
％である接触長さのために外縁に沿って第二の接合要素に接触し得る。
【０１１１】
　第５の実施形態において、第１から第４の実施形態のいずれかの、第一の連続基体材料
を、第二の連続基体材料に、間に配置された弾性ストランドとともに接合する工程が、弾
性ストランドの両側に配置された第三の接合物および第四の接合物を形成することをさら
に含んでもよい。第三の接合物および第四の接合物が、弾性ストランドの非張力の直径よ
りも小さい距離だけ離間し、直線的に延びる弾性ストランドの一部に沿って位置し得る。
【０１１２】
　第６の実施形態では、第１から第５の実施形態のいずれかの方法は、第一の連続基体材
料と第二の連続基体材料との間に接着剤を塗布する工程を含まなくてもよい。
【０１１３】
　第７の実施形態では、第１から第６の実施形態のいずれかの第一の接合物および第二の
接合物は、圧力接合によって形成され得る。
【０１１４】
　第８の実施形態では、第１から第６の実施形態の第一の接合物および第二の接合物は、
超音波接合によって形成され得る。
【０１１５】
　第９の実施形態では、弾性材料を形成するための方法は、縦方向に上面および下面を有
する第一の連続基体材料を前進させることと、縦方向に上面および下面を有する第二の連
続基体材料を前進させることと、縦方向に伸張状態で弾性ストランドを前進させることで
あって、弾性ストランドが、第一の連続基体材料の下面と第二の連続基体材料の上面との
間に位置付けられるように、前進させることと、第一の連続基体材料および第二の連続基
体材料の間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続基体材料および第二の連
続基体材料を接合装置に前進させることとを含んでもよい。接合装置は、第一の接合要素
と、第一の接合要素に近接して配置され、第一の接合要素と接合ニップを形成する第二の
接合要素と、第二の接合要素に近接して配置され、第二の接合要素と案内ニップを形成す
る案内要素とを含んでもよい。方法は、弾性ストランドを幅方向に振動させることと、第
二の連続基体と弾性体が接合ニップの前で第二の接合要素と接触するように、第二の連続
基体および弾性ストランドを、案内ニップを通して前進させることと、第一の連続基体材
料、第二の連続基体材料、および弾性ストランドを接合ニップを通して前進させ、少なく
とも第一の接合物および第二の接合物で、第一の連続基体材料および第二の連続基体材料
の間に位置付けられた弾性ストランドとともに第一の連続基体材料を第二の連続基体材料
に接合することとをさらに含んでもよい。第一の接合物および第二の接合物が、弾性スト
ランドの両側に配置され、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離間し、
アーチ状に延在する弾性ストランドの一部に沿って位置され得る。
【０１１６】
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　第１０の実施形態では、第９の実施形態の第二の接合要素は、周囲を含む外縁を有する
ロールであり、案内ニップが、接合ニップと案内ニップとの間の距離が、第二の接合要素
の外縁に沿って、周囲の約５％～約７５％であるように配置され得る。
【０１１７】
　第１１の実施形態では、第９および第１０の実施形態のいずれかの第二の接合要素は、
周囲を含む外縁を有するロールであり、案内ニップが、接合ニップと案内ニップとの間の
距離が、第二の接合要素の外縁に沿って、周囲の約１５％～約５０％であるように配置さ
れ得る。
【０１１８】
　第１２の実施形態では、第９から第１１の実施形態のうちのいずれかの方法は、第一の
連続基体材料を、第二の連続基体材料および第一の連続基体材料とともに案内ニップを通
して前進させることをさらに含み得る。
【０１１９】
　第１３の実施形態において、第９から第１２の実施形態のいずれかの、第一の連続基体
材料を第二の連続基体材料に、間に配置された弾性ストランドとともに接合する工程は、
弾性ストランドの両側に配置された第三の接合物と、第四の接合物とをさらに含み得る。
第三の接合物および第四の接合物が、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だ
け離間し、直線的に延びる弾性ストランドの一部に沿って位置し得る。
【０１２０】
　第１４の実施形態では、第９から第１３の実施形態のいずれかの方法は、第一の連続基
体材料と第二の連続基体材料との間に接着剤を塗布する工程を含まなくてもよい。
【０１２１】
　第１５の実施形態では、第９から第１４の実施形態のいずれかの第一の接合要素および
第二の接合要素は、ロールを含み得る。
【０１２２】
　第１６の実施形態では、弾性材料は、第一の基材層と、第二の基材層と、第一の基材層
と第二の基材層との間に配置される弾性ストランドと、第一の基材層を第二の基材層に接
合する複数の接合物とを含んでもよい。弾性ストランドが少なくとも一つの直線部分およ
び少なくとも一つのアーチ状部分を含んでもよい。複数の接合物は、第一の接合物および
第二の接合物を含んでもよく、第一の接合物および第二の接合物は、弾性ストランドの両
側に配置され、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ分離され、弾性スト
ランドのアーチ状部分に沿って位置され得る。
【０１２３】
　第１７の実施形態では、第１６の実施形態の複数の接合物は、第三の接合物および第四
の接合物をさらに含んでもよく、第三の接合物および第二の接合物は、弾性ストランドの
両側に配置され得る。第三の接合物および第四の接合物は、弾性ストランドの少なくとも
一つの直線部分に沿って位置する弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ離
間し得る。
【０１２４】
　第１８の実施形態では、第１６から第１７の実施形態のいずれかの材料は、接着剤を含
まなくてもよい。
【０１２５】
　第１９実施形態では、第１６から第１８の実施形態のいずれかの複数の接合物は、長手
方向に隣接する接合物列の間に延びる複数の接合されていないチャネルを形成する接合物
列内に配置されてもよく、弾性ストランドのアーチ状部分は、複数の接合されていないチ
ャネルの複数の間に延在し得る。
【０１２６】
　第２０の実施形態では、第１６から第１９の実施形態のいずれかの複数の接合物は、長
手方向に隣接する接合物列の間に延びる複数の接合されていないチャネルを形成する接合
物列内に配置されてもよく、複数の接合物の一部分は、アーチ形状を有する接合されてい
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ないチャネルを形成し得る。さらに、弾性ストランドのアーチ状部分は、アーチ状の接合
されていないチャネルを通って延びてもよい。
【０１２７】
　第２１の実施形態では、弾性材料は、横方向および長手方向に延びてもよく、複数の接
合物によって第１のウェブ材料に接合された第１のウェブ材料と第二のウェブ材料とを含
んでもよい。複数の接合物は、横方向に延在する第一の連続した対向する接合物対であっ
て、第一の連続した対向する接合物対の間に延在する第一の接合されていないチャネル画
定する第一の連続した対向する接合物対と、横方向に延び、第一の連続した対向する接合
物対から長手方向離間する第二の連続した対向する接合物対であって、第二の連続した対
向する接合物対の間に延びる第二の接合されていないチャネルを画定する第二の連続した
対向する接合物対とを含んでもよい。材料は、横方向に延在し、第一のウェブ材料と第二
のウェブ材料との間に配置された弾性ストランドをさらに含んでもよい。弾性ストランド
の第一の部分は、第一の接合されていないチャネル内に配置されてもよく、弾性ストラン
ドの第二の部分は、第二の接合されていないチャネル内に配置され得る。
【０１２８】
　第２２の実施形態では、弾性ストランドが位置する第一の接合されていないチャネルの
一部分を画定する、第２１の実施形態の材料の、第一の連続した対向する接合物対の少な
くとも一つの接合物対の接合物は、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ
長手方向に離間し得る。
【０１２９】
　第２３の実施形態では、第２２の実施形態の材料の、第一の連続した対向する接合物対
の少なくとも一つの接合物対の接合物は、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距
離だけ長手方向に離間し得る。
【０１３０】
　第２４の実施形態では、長手方向に、第２３の実施形態の材料の、弾性ストランドの非
張力の直径よりも小さい距離だけ離間する接合物は、第一の接合面積を有してもよく、長
手方向に、第２３の実施形態の材料の、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距離
だけ離間する接合物は、第二の接合面積を有してもよく、第二の面積は第一の面積よりも
小さくてもよい。
【０１３１】
　第２５の実施形態では、長手方向に、第２３の実施形態の材料の、弾性ストランドの非
張力の直径よりも小さい距離だけ離間する接合物は、多角形であってもよく、長手方向に
、第２３の実施形態の材料の、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距離だけ離間
する接合物は、円形であり得る。
【０１３２】
　第２７の実施形態では、第２２から第２６の実施形態のいずれかの材料の、第二の接合
されていないチャネルの一部を画定する第二の連続した対向する接合物対の少なくとも一
つの接合物対の接合物は、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ長手方向
に離間し得る。
【０１３３】
　第２７の実施形態では、第２２から第２６の実施形態のいずれかの材料の、第二の接合
されていないチャネルの一部を画定する第二の連続した対向する接合物対の少なくとも一
つの接合物対の接合物は、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距離だけ長手方向
に離間し得る。
【０１３４】
　第２８の実施形態では、第二の接合されていないチャネル内に配置される、第２７の実
施形態の材料の弾性ストランドの第二の部分は、弾性ストランドの非張力の直径よりも小
さい距離だけ、長手方向に離間した第二の連続した対向する接合物対のいずれの接合物対
の間を通過しなくてもよい。
【０１３５】
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　第２９の実施形態において、第２１から第２８の実施形態のうちのいずれかの材料の、
第一の連続した対向する接合物対は、第二の連続した対向する接合物対に隣接しなくても
よい。
【０１３６】
　第３０の実施形態では、第２１から第２９の実施形態のうちのいずれかの材料は、横方
向に延び、第一の連続した対向する接合物対および第二の連続した対向する接合物対から
長手方向に離間した第三の連続した対向する接合物対をさらに含んでもよく、第三の連続
した対向する接合物対は、第三の連続した対向する接合物対の間に延びる第三の接合され
ていないチャネルを画定し、弾性ストランドの第三の部分は、第三の接合されていないチ
ャネル内に配置し得る。
【０１３７】
　第３１の実施形態では、第２１から第３０の実施形態のいずれかの弾性ストランドの第
三の部分は、第一の接合されていないチャネル内に配置されてもよく、第二の部分は第一
の部分と第三の部分の間に配置される。
【０１３８】
　第３２の実施形態では、横方向および長手方向に延びる弾性材料は、第一のウェブ材料
と、複数の接合物によって第一のウェブ材料に接合された第二のウェブ材料と、接合物対
を形成する複数の接合物少なくともいくつかと、横方向に延在し、第一のウェブ材料と第
二のウェブ材料との間に配置された弾性ストランドとを含んでもよい。弾性ストランドは
、アーチ形状を形成してもよく、弾性ストランドは、複数の接合物対の間に延在してもよ
く、複数の接合物対の少なくともいくつかは、弾性ストランドの非張力の直径より小さい
長手方向距離だけ分離された接合物を有する。
【０１３９】
　第３３の実施形態では、弾性ストランドが延在する第３２の実施形態の複数の接合物対
の少なくともいくつかは、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい長手方向距離だけ
分離された接合物を有し得る。
【０１４０】
　第３４の実施形態では、弾性ストランドの非張力の直径より小さい長手方向距離だけ分
離された第３３の実施形態の接合物は、第一の接合面積を持ち、弾性ストランドの非張力
の直径よりも大きい距離だけ長手方向に離間している接合物は、第一の接合面積より小さ
い第二の接合面積を有し得る。
【０１４１】
　第３５の実施形態では、長手方向に、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離
だけ離間する第３３および第３４の実施形態のいずれかの接合物は、多角形であってもよ
く、長手方向に、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距離だけ離間する接合物は
、円形であり得る。
【０１４２】
　第３６の実施形態では、第３３から第３５の実施形態のいずれかの弾性ストランドは、
長手方向に、直線の経路において、弾性ストランドの非張力の直径よりも小さい距離だけ
離間する接合物を通して延びてもよく、弾性ストランドは、アーチ状の経路において、長
手方向に、弾性ストランドの非張力の直径よりも大きい距離だけ離間する接合物を通して
延びてもよい。
【０１４３】
　特許請求の範囲に記載の数値限定に「約」が記載されているか否かにかかわらず、本発
明の技術思想に鑑みて、実質的に同一の範囲を含むものである。 
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